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は じ め に
第一次大戦が勃発し，それに参戦した日本の政府は各種諮問機関を設け，
対応策を策定していった。諮問機関を設けて当面する諧問題に対応した事例
は，明治期においては農商工高等会議や生産調査会の設置でもみられた。第
一次大戦ではいっそう多彩なものとなり，ここで採りあげる化学工業調査会
をはじめとして，臨時薬業調査委員会，製鉄業調査会といった個別産業を対
象としたもの，それに経済全体を対象にした経済調査会，軍需動員に関して
の軍需評議会といった機関が設けられている。
参戦各国は戦争目的を遂行するために科学者・技術者を組織し，新兵器の
開発や軍需物資の調達，さらには産業の維持・発展をも図る，いわゆる科学
技術動員を実施した。この典型的な事例が化学の分野でみられた。化学兵器
としての毒ガスや火薬，それらの原料レさらには輸入杜絶による不足物資な
ど，広義の軍需物資の開発が進められた。これら化学分野の諸問題が科学技
術動員において連合国側の緊急課題となったのは，ドイツがこの分野で優位
を占めていたことによる。
・156
化 学 問 題 へ の 対 応 が 緊 要 な こ と で は 日 本 も 例 外 で な く ， 参 戦 後 最 初 に 設 け
ら れ た 諮 問 機 関 は 化 学 工 業 調 査 会 で あ っ た 。 化 学 工 業 調 査 会 に 対 す る 諮 問 事
項 は ， 当 面 す る 化 学 工 業 の 振 興 策 や 不 足 物 資 の 調 達 方 法 な ど に 関 す る も の で
あ っ た が ， 審 議 は 関 連 す る 研 究 体 制 の 拡 充 ・ 整 備 に 関 す る 事 項 に ま で 及 ん で
い っ た 。 と く に 後 者 に つ い て は ， 西 欧 に お い て 大 戦 前 か ら 各 国 が 競 っ て 国 家
と し て の 研 究 体 制 を 整 備 し て い た こ と,
エ
そ れ に 化 学 技 術 が そ の 基 礎 的 科 学 の
研 究 を も と に 開 発 さ れ て い っ た こ と か ら ， 化 学 工 業 振 興 の た め に も っ と も 基
本 的 な 施 設 の 一 つ で あ る と 理 解 さ れ て い た と い え よ う 。
化 学 工 業 調 査 会 が ， 農 商 務 大 臣 の 諮 問 に 応 じ て 提 出 し た 答 申 ， 自 ら 提 出 し
た 建 議 な ど に よ っ て ， 政 府 の 政 策 に あ た え た 影 響 は 大 き い 。 そ れ が ア ン モ ニ
ア ・ ソ ー ダ 法 工 業 や 有 機 合 成 化 学 工 業 の 勃 興 を 契 機 づ け た こ と は 当 然 の こ と
と し て ， 同 時 に 国 家 の 研 究 体 制 の 整 備 に お い て も 先 導 的 な 役 割 を 演 じ た と い
っ て よ い の で は な か ろ う か 。
科 学 技 術 動 員 ， 新 規 工 業 の 創 出 ， 研 究 体 制 の 整 備 な ど ， 多 分 面 に わ た り 興
味 あ る 問 題 を 提 供 し た 化 学 工 業 調 査 会 を 対 象 に ， そ れ が 国 家 と し て の 研 究 体
制 の 整 備 に お い て 果 し た 役 割 を 検 討 す る こ と に し た い 。 そ の さ い ， 管 見 の 限
り で は ， そ の 基 本 的 史 料 と い う べ き 『 化 学 工 業 調 査 会 録 事 』 は こ れ ま で に 刊
行 さ れ た 著 作 で は ほ と ん ど 紹 介 さ れ て い な い の で ， こ の 『 録 事 』 を 中 心 に し71
）T
て 化 学 工 業 調 査 会 の 活 動 を 解 明 し て 行 く こ と は き わ め て 有 意 義 で あ ろ う 。
1. 化学工業調査会の設立
大正3 年8 月23 日，日本はドイツに宣戦を布告し，第一次大戦に参戦する
が，その直後にドイツに多くを依存し ていた医薬品や化学工業原料の輸出取
締で，その確保と価格安定を図っている。これらを所管する農商務省では同
年10 月27 日‥に化学工業調査会規程を制定し，翌11月6 日に同調査会委員長 。2)
委員等を任命し，同月24 日からその第1 回会議を開催したのである。
先行し て設けられていた諮問機関の農商工高等会議や生産調査会，以降に
設 置 され る経済調 査会 や製 鉄業 調査 会 な どと同 様 の内容 を， こ の化学 工業 調
＿＿3)
査会規程は持つものであった。
化学工業調査会規程
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第一 条 化学工具 調査 会ハ化学工業 二関 スル 重 要 ノ事項 ヲ調 査審議 ス
第二 条 化学 工業 調 査会 ハ化学工 業 二関 スル重 要 ノ事項 二付農商務大臣
ノ諮問 二応 シ テ意見 ヲ開申 ス ト
第 三 条 化学工業 調査会 ハ委員長一 名 委員 若干 名 ヲ以テ之 ヲ組織 ス
特 別 ノ事項 ノ調 査審議メル 為必 要 アル トキ ハ 臨時 委員 ヲ置 クコト
ヲ得
第四 条 委 員長 ハ農 商務次 官 ヲ以 テ之 二充 ツ
委員 ハ農 商務大臣之 ヲ嘱託 ス 入
第五 条 委 員長・ハ会務 ブ総理 ス
．・
第六条 化学工業 調査会 二幹事 ヲ置 夕委員 長 ノ指揮 ヲ受 ケ庶 務 ヲ整 理ス
幹 事 ハ農商務大 臣之 ヲ命 ス
第七条 化学工業 調査会 二書 記 ヲ置 夕委員 長及 幹事 ノ指揮 ヲ受 ケ庶 務 二
従 事 ス
書 記 ハ 農商務大臣之 ヲ命 ス
しかし、他の多くの諮問機関と異なり、化学工業調査会は官制によるもの4)
、 ‥ ．‥ ‥ ． －、‥ ‥－
ではない。この理由を詳らかにする史料を欠くものの，事態の急迫するなか
で慌しく設置されたことを窺せるものといえよう。そし て官制を欠いていた
こ とが，いくつかの著作で化学工業調査会の存在を無視させた¬因といえな5
）
くもない。 ＼
化学工学調査会を農商務省が設立した意図は，第1 回会議の冒頭において6
）
当時の農商務大臣大浦兼武が行った挨拶（要旨）のなかで述べられ七いた。
我工業ハ軌近長足ノ進歩ヲ為シタリト雖モ之ヲ欧米先進諸国二比較スレ
バ猶甚遜色アリ，殊二化学工業二就テハ此憾ミ深シ。働テ朝野戮カシテ
之が発達ヲ図ルノ必要アリトハ夙4 定論ノ存スル所ナルガ，偶々今回ノ
時局二際シテ従来輸入ヲ仰ゲル化学工業品ノ供給ヲ絶ツニ至V, 之カ為
我工業界ハ砂カラザル困難二遭遇シ，益化学工業ノ発達ヲ図ルノ必要ヲ
感ズルニ至レリ。本調査会ハ此ノ必要二基キテ設置シタルモノニシテ，
是二依テ化学工業ノ発達奨励二関スル諸般ノ事項ヲ攻究シ, 之が方策ヲ
定メソトス。＼充分ノ審議調査アラム事ヲ望ム 十
158
表1 化学工業調査会略年譜
大正年・月・日 事 項2
・4 ・19 工業化学会第16年会において，高松豊吉会長講演「化学工業の発進
助長に就て」および高峰譲吉講演「万国応用化学会議に就て並に工
こ 業化学研究の挙」を行う（『工業化学雑誌』，大正2 年6 月号,561
～581頁）。3
・4 ・5 工業化学会第17 年会に お いて高松豊吉会長講演「化学研究所に就
て」トを行う（『工業化学雑誌』，大正3 年5 月号,491 ～496頁）。
??
??
28
??
3
18
第一次大戦勃発。
ドイツに宣戦布告。
内務省，戦時医薬品輸出取締りに関する件を定める（内務省令第18
号）。 ＼
第34回臨時帝国議会召集。9 月9 日閉会。
農商務省√工業原料品（黄燐・赤燐・苛性ソーダ・アニリン染料
等）の輸出許可制を公布（農商務省令第22号）。
9・19 東京商業会議所，「化学工業の奨励並に化学工業調査会設置 に 関す
る建議案」を可決,21 日に首相・ 農相・蔵相に提出(『渋沢栄一伝
記資料』，第47巻，24 頁，『財政経済二十五年誌』， 第4 巻,198 ～
犬199 頁)。 し10
・一 工業化学会，「化学工業ノ発達奨励二関スル意見書」を首相・農相・
蔵相 ・ 文相に提出( 『工業化学雑誌』， 大正3 年11月号,1251 ～1257
頁)。10
・27 イヒ学工業調査会規程を制定〔『化学工業調査会録事 く以下『録事』と
略す〉(第四回)』,75頁，『録事( 第一向及第二回)』，1～2頁〕。10-
一 帝国瓦斯協会，「瓦斯及骸炭副生物精製事業 二関スル建議」を首相・
農相・蔵相・陸海軍相に提出。(『日本タール工業史』,122頁)。
内務省衛生局，東京・大阪両衛生試験所に臨時製薬部を置き，薬品
製造方法の試験に着手(『臨時薬業調査委員会第一回報告書』，1 頁。
『大阪製薬業史J，第2 巻,7 頁)。
11・6 農商務省，化学工業調査会委員長・委員等を任命 〔『録事( 第一回，
及第二回)J12～3頁〕。11
・24 イヒ学工業調査会，第1 回会議を開催。12月1 日終了。
犬12 月3 日付で答申・建議・意見書を提出rp 録事( 第一回及第二回)』，4
～35頁〕。11
・26 有力製薬業者( 有志製薬調査会)， 内務大臣 に 臨時薬業調査委員会
の設置を建議(『大阪製薬業史』，第2 巻,11 頁)。11
・― 三井鉱山，アリザリンの製造開始612
・4 内務省， 臨時薬業調査委員会規程により委員任命( 『臨時薬業調査
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委員会第一回報告書』ノ6 頁)。 ト4
・3 ・2 イヒ学工業調査会， 第2 回会議を開催。3 月6 日終了。 ■ ■ ■3
月7 日付 で答申 ・建議 を 提 出 〔『録事( 第一回及第二回)』,83 ～101
頁〕。3
・6 工業 試験所におい て化学工業調査会委員，理 化学研究所設立の件を
協議 〔『録 事( 第四 回)』,42 頁〕。3
・10 理化学 研究所設立に関す る第1 回協議会開催( 『渋沢栄一伝記資料』，
第47 巻,27 頁)。 ニ
5
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1
第36 回特別議会召集（e 月9 日閉会）。
染 料医薬 品製造奨励法 （法 律第19 号）公布,10 月15 日施行。
化学工業 調査会， 特別委員 会第1 回会 議開催。10 月8 日に第2 回，12
月2 日に第3 回， 大正6 年6 月5 日に第4 回の特別委員 会を開催
〔『録事 （第三回）』,1 頁，『録事 （第四回）』。1 頁〕。
内国製薬（株）設立。 一
化学工業調 査会， 第3 回会議を開催。12 月15 日終了 〔『録事 （第三
回）』√1 頁〕。
東洋製薬 （株）設立。
日本染 料製造 （株）設立。
理化学研究所へ の国庫補助に関す る法律（法 律第16 号）公布， 大正6
年6 月26 日施行。
日本 グリセ リン （株） 設立。
東 大附置伝染病研究所， 帝大最初の附置研究 所とし て設立。
経済調 査会，官制公布。 大正6 年11 月30 日廃 止。
製鉄業 調査会，官 制公布。 同年12月i 日廃止。
臨時産業調査局官制公布。
旭硝子（株） 戸畑工 場, アンモ ユア・ソーダ法 によるソー ダ製造開始。
理化学研究所， 設立認可。
化学工業調査会， 第4 回会議を開催。6 月8 日終了。6
月8 日付で建議を提 出 〔『録事 （第四回）』，17 ～19 頁〕。
工業所有 権戦時法 （法 律第21号） 公布,9 月15 日施行。
製鉄業奨励法 （法律第27 号） 公布。9 月1 日施行。
日本染料製造， ベソ ソパプ リンな ど合成染料 の製造開始。
軍用自動 車補助法 （法 律第15 号） 公布。5 月1 日施 行。
東 大工 科大学附 属航空 研究所設立，伺年7 月3 日東大附 属，大 正10
年7 月11 日東大附 置となる。
4・17 軍需工業動員法（法律第38号）公布。6
月1 日軍需局・軍需評議会の設置。5
・15 工業試験所官制女改正し，大阪工業試験所を新設，工業試験所を東
京工業試験所と改称。
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8
9
??
?
???
?
5
22
臨時窒素研究所を設立。
臨時国民経済調査会，官制公布。大正8 年7 月8 日廃止。 ニ
ドイツ，連合国と休戦協定調印。大正8 年1 月8 日～6 月28日パリヽ’
講和会議。
陶磁器試験所設立。
東北大附属鉄鋼研究所設立。大正11年8 月9 日東北大附置金属材料
研究所設置。 ニ ∧ ニ
1・10 ベルサ イユ講和条約公布。
すなわち，化学工業の振興策は大戦前からの課題であったが，戦争でいっ，
毎 う緊要となったことが，モの設置の理由だとしている。この設置に至る経
過については，農商務次官で化学調査会の委員長である上山満之進が大臣挨7
）
拶につづいてつぎのように述べている。 ’｀
今回ノ戦争ノ為化学工業品ノ輸入減少シ或ハ杜絶シタル為我工業界.り非
常ナル困難ヲ感ジタリ，是二於テ当省二於テモ種々調査攻究シ又本邦土
於テ欠乏セルエ業原料二付代用品ヲ造り得ルヤ否ヤノ調査二関シ先般高
松博士二依頼シタル事アリ，東京商業会議所二於テモ時局調査会ナルモ
ノヲ設ケ此等ノ研究ヲ為シタリ，而シテ化学工業ノ発達進歩ヲ図ルニ其
ノ範囲広汎二渉ルヲ以テ諸方面ノ専門学者ヲ会同シテ調査攻究スルノ必
要ヲ認メ茲二本会ヲ設置セラルルニ至レリ ‘
本会ノ諮問事項ハ単二例示シタルニ過ギズシテ必ズシモ此ノ順序ヲ以テ
進行スルノ必要才キナリ，依ツテ本会議ハ如何ナル順序ニヨV 進行スベ
キヤヲ先ヅ決定シタシ，尚本会ノ成立八時局救済ノ必要二起源シタルモ
ノナルモ要ハ化学工業ノ根本政策ヲ定メムトスルニアリ御了承アリタシ
つまり，大戦勃発にともない輸入の減少あるいは杜絶した化学工業品に関
する対策について，農商務省では自ら調査攻究したし，高松豊吉にも依頼し
て調査した。東京商業会議所でも時局調査会を設けて研究した。これらの結
果，化学工業調査会を設置することになった，というのである。農商務省自
身の調査攻究の内容は詳らかではないが，同省から依頼された高松豊吉の対
応はつぎのようなものと推定される。 犬
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犬高 松 豊 吉 は 東 大 教 授 を 辞 任 し た の ち 東 京
瓦 斯 社 長 と な り, ニこ め 大 正3 年6'
月1 卵 に 社 長 を 辞 職 し て い た が ， 工 業 化 学 会 の 会 長 を 勤 め て い る ， 化 学 工 業8
） ‥
界 と 学 界 の 長 老 で あ っ た 。 こ の 農 商 務 省 の 依 頼 を う け て か ， 高 松 が 会 長 で あ
る 工 業 化 学 会 は 大 正3 年9 月17 日 に 定 例 の 役 員 会 で ，「 時 局 に 関 す る 吾 人 のし
執 る べ き 方 針 」 な ど を 協 議 し て い る 。 つ づ い て 同9 月29 日 に も 臨 時 役 員 会 を
開 催 し て/ 「 本 邦 化 学 工 業 を 一 層 進 歩 せ し む る た め 当 局 者 に 建 議 す べ き 案 」 モ
の 他 を 長 時 間 に わ た り 協 議 し て い た 。 さ ら に 翌10 月 の2 日 に も 臨 時 役 員 会 を
開 き 「時 局 に 関 す る 建 議 案 」 に つ い て 協 議 し て い る 。 そ し て 同 月15 日 に は 定 こ
例 役 員 会 で 「 時 局 に 関 す る 意 見 書 提 出 の 件 」 を 協 議 し て い る が ， 以 降 の 役 員
。9 ） 。一
会 に は こ の よ う な 議 題 は 提 出 さ れ て い な い し ， 協 議 も 行 っ て い な い 。 犬
日 本 の 化 学 工 業 界 を 代 表 す る 学 会 で あ る 工 業 化 学 会 は ， 高 松 豊 吉 を 会 長 に
東 大 工 科 大 学 教 授 ， 工 業 試 験 所 技 師 ， 会 社 技 術 者 な ど が 役 員 で あ っ た 。 し たj
が う て ， こ こ で 第 一 次 大 戦 に さ い し て 対 応 す べ き 事 項 が 検 討 さ れ ， そ の 結 死
提 出 さ れ る 見 解 は 当 時 の 日 本 に お け る 化 学 工 業 を 専 門 と す る 研 究 者 ・ 技 術 者
集 団 の 総 意 で あ う た と い え よ う 。 犬
工 業 化 学 会 は 上 の よ う な 経 過 の の ち ， 役 員 会 決 議 を も と に 大 正3 年10 月 い
（ 日 付 は 記 入 さ れ て い な い ） に 会 長 名 で 内 閣 総 理 大 臣 ・ 農 商 務 大 臣 ・ 大 蔵 大 臣-10
）
文 部 大 臣 あ て に 「 化 学 工 業 ノ 発 達 奨 励 二 関 ス ル 意 見 書 」 を 提 出 し た 。乙そ こ で
は 日 本 の 化 学 工 業 発 展 の 必 要 条 件 と し て ， 第 一 に 教 育 機 関 －研 究 機 関 ・ 調 査 丿
機 関 の 整 備 が 根 本 条 件 で あ り ， 第 二 に 化 学 工 業 諸 分 野 が 相 互 に 密 接 に 関 連 し
て い る こ と を 前 提 に ， 酸 ・ ア ル カ リ 工 業 バ コ ー ル タ ー ル 蒸 留 ・ 精 製 工 業 な ど
個 別 工 業 の 振 興 策 の 実 施 を 求 め て い た 。 づ
こ こ で 表 明 さ れ て い る 意 見 は 前 年 の 大 正2 年4 月19 日 に 開 催 さ れ た 工 業 化
学 会 第16 年 会 に お い て 高 松 が 行 っ た 会 長 講 演 「 化 学 工 業 の 発 達 助 長 に 就 て 」 ノ
お よ び 高 峰 譲 吉 の 講 演 「 万 国 応 用 化 学 会 議 に 就 て 並 に 工 業 化 学 研 究 の 挙 」,さ
ら に 翌3 年4 月5 日 の 第17 年 会 に お け る 高 松 の 講 演 「 化 学 研 究 所 の 設 立 に 箆
て 」 な ど で 述 べ ら れ て い た も の を 基 礎 に ， 大 戦 に と も な う 事 態 に 対 処 し て 修11
）
正 ・ 拡 充 し た も の と い っ て よ い 。 さ ら に は ， こ れ ら の 諸 事 項 は 明 治43 年4 月
に 設 置 さ れ た 生 産 調 査 会 の 審 議 で 論 じ ら れ て い た し ， あ る い は 大 正3 年4 月5
日 の 工 業 化 学 会 年 会 で 論 じ ら れ て い た 課 題 で あ っ た 。 つ ま り ， 大 戦 前 か ら
要 望 さ れ て い た 化 学 工 業 の 振 興 政 策 を, 「 欧 州 ノ 戦 乱 二 際 会 」 し た こ と で 「 懲
162 。
ヅ目前ノ急務4 応ズルノ途ヲ講ズルハ勿論，更二一歩ヲ進ノテ将来我国化学
工業 ノ発達ヲ促進シ，前途万全ノ方策ヲ講ズルハ一層緊要ナリ」として，大
戦を契機にして，戦争への対応策を含め，将来の施策を具体化させ，実現を12
）
図るべきことを要請していたのである。農商務大臣や農商務次官の発言には，
この工業化学会の意向が反映 貪れていた。
化学工業会より一足早く，しかも化学工業調査会0 設置を政府に建議した
のは東京商業会議所（のちの東京商工会議所）であ る。大戦勃発直後の大正3
年8 月8 日，東京商業会議所ぱ当面の緊急対策を立案するために臨時調査会
を設け，政府関係者も参加して調査・検討を行うが，その一つとして同年913)
月にはいると輸入杜絶にともなう化学原料の自給とい う問題をとりあげた。
この調査・検討には高松豊吉，東京高等工業校長手島精一，工業試験所長高
山 甚 太 郎 が 参 加し てい た 。 そ の 結 果 ， 化 学 工 業 の当 面 す る 諸 問題 を 調 査 す る14)
に は 人 材 不 足 で ， 農 商 務 省 が 担 当 し て 行 う の が 適 切 で あ る と し た 。 こ の よ う
な 臨 時 調 査 会 の 案 を も と に> 同 年9 月19 日 に 東 京 商 業 会 議 所 は 臨 時 総 会 を 開
き ， 「 化 学 工 業 の 奨 励 並 に 化 学 工 業 調 査 会 設 置 に 関 す る 建 議 案 」 を 審 議 ・ 可
決 し た 。 そ し て 同 月21 日 に 総 理 大 臣 ・ 農 商 務 大 臣 ・ 大 蔵 大 臣 あ て に こ の 建 議15)
書 を 提 出 し た の で あ る 。 ニ
→-!・●二yv.e・^=t 。 ，J・,。 ↑ 。いfr、。。17.-t. ふ人-T ・？。r.rふ す・ ・t/1-u^Aj' ご焉tfr-盲ゝ --t/PT マ 〃_ 。・。
尨 詣 褒 に ぶ い 又fx ， 天 夥 ぴ こ と もT ぶ いffj 人 刀 リ エ ホ巴 し7 こ'l巳 匹 栞 面'i こ 二丿, ヽ べ。系 忌7 £
対 応 策 が 必 要 で あ る と と も に ， 化 学 工 業 の 将 来 り 発 展 を 図 る た め に も 根 本 的
対 策 が 必 要 で あ る こ と を ま ず 述 べ て い た 。 つ い て は ， 政 府 に 化 学 工 業 調 査 会
を 設 け ， 関 係 有 識 者 に 諮 っ て 対 応 策 を 審 議 ・ 立 案 す る よ う 求 め て い た の で あ
る
○ り ’
， ・I
し 先 の 生 産 調 査 会 は 衆 議 院 に お け る 建 議 案 の 可 決 で 設 置 さ れ た が ， 以 降 に 設
け ら れ た 臨 時 薬 業 調 査 委 員 会 は 製 薬 業 界 や 薬 種 問 屋 代 表 に よ る 建 議 で ， 製 鉄
業 調 査 会 は 関 連 学 会 の 建 議 お よ び 衆 議 院 に お け る 建 議 案 の 可 決 で 設 け ら れ て16
） ダ
い る 。 化 学 工 業 調 査 会 の 設 置 も 例 外 で な か っ た こ と を 示 し て い る 。
以 上 の よ う な 経 過 の の ち ， 農 商 務 省 で は 大 正3 年10 月27 日 に 化 学 工 業 調 査
会 規 程 を 設 け ， そ の 規 程 に よ っ て 委 員 長 ， 委 員 ， 幹 事 ， 書 記 を11 月6 ～7 日 に17)
任 命 し た 。 委 員 長 は 規 程 に よ り 農 商 務 次 官 の 上 山 満 之 進 が 任 命 さ れ た が ， 委
員 は 帝 大 教 授 ， 高 等 工 業 学 校 教 授
，
国 立 試 験 機 関 技 師
， あ る い は そ の 経 験 者
で あ る 。 化 学 工 業 が 未 熟 な こ と も あ っ て か ， 現 役 の 会 社 技 師 は い な か っ た し ，
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高松豊吉
桜井錠二
渡辺 渡
中沢岩太
田原良純
江守襄吉郎
古在由直
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鈴木梅太郎
西川虎吉
平賀義美
岡 実
長井長義
池田菊苗
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表2A 化学工業調査会委員一覧
職 名
農商務次官
前東京瓦斯社長1）
東大理科大教授
東大工科大教授
京都高等工芸校長
衛生試験所所長
東大工科大教授
東大農科大教授
東大工科大教授
東大農科大教授
っ 九大工科大教授
大阪織物社長2）
商工局長
東大医科大教授
東大理科大教授
東大工科大教授
任命日
大正3 年11月6 日
4 年2 月24 日
注1. 高松豊吉は東大教授，東京瓦斯社長を経て，大正3 年6 月16日同社長辞職。大正4 年1 月19
日工業試験所所長兼東大教授に就任。2.
平賀義美は東京職工学校教諭，東大教授，農商務技師，大阪府工業顧問，大阪府商品陳列
所長などを経て。明治39年より大阪織物社長。
出典。『化学工業調査会録事（第一回及第二回）J,2～3，83頁。
表2B 化学工業調査会特別委員一覧
特別委員名称
ソーダ工業に関する特別委員
=―ルタールエ業に関する特別委員
上記以外の事項に関する特別委員1.
化学薬工業2.
油類及塗料工業3.
顔料工業4.
窯業5.
金属工業
担当者
一
中沢岩太
江守襄吉郎
西川虎吉
高松豊吉
平賀義美
井上仁吉
田原良純
高松豊吉
高松豊吉
江守襄吉郎
渡辺 ’渡
高松豊吉
高松豊吉
鴨居 武
164 ご ，6.
染色工 業 ・。 ニ7.
繊維化学工業8.
電気 化学 工業 ‥ ‥十
出典.r 化学調査会録事( 第一回及第二回)J.35 ～36,101,137 ～138頁。
その後に補充された委員も商工局長岡実を除いては東大教授で，調査会はこ
れら日本の化学工業界を代表ず右大学教授と官庁技術者で構成されていた。
このように科学者・技術者にようて委員会が占められていたことは，化学工
業調査会の大きな特徴の一つといえ，したがって提出した答申や建議など力t
すぐれて技術的なものであったことは当然の帰結ともいえた。
2. 化学工業調査会における審議
大正3 年11月24 日に化学工業調査会は第1 回会議を開き，休会を挾みなが
ら同年12月1 日まで続けた。翌4 年3 月2 日～6 日に第2 回会議，同4 年12
月13 日～15日に第3 回 会議，そして大正6 年6 月6 日～8 日に第4 回会議の，
計4 回の会議を開皿し ている。このほかに第1～4回の特別委員会を開催して
いる。イヒ学工業調査会の廃止時期は，明らかではないよ
大 正 年 ・ 月 ・ 日W3
■11 ・24
26
27
28
30
12 ・134
・3 ・2
表3 化学工業調査会の審議日程と主要項 目
項 目
第1 回会議開催（12月くL日まで）。 白
農商務大臣大浦兼武拶挨。
審議順序の検討6‥ ‥‥‥‥ ‥‥ ‥
ソーダ工業の審議およびその特別委員の決定。
コールタール工業（目論見書）の審議と特別委員の決定。
ソーダ工業に関する答申案の審議および可決6
コ■―ルタール工業の審議および詳細な答申の見送りを決定。
専売局長の臨席のもとで塩価の検討。
化学工業の諸間題の審議およびそれに対する意見書の可決。
提出建議案の審議および決定。，
答申・建議・意見書の提出。
第2 回会議開催（同月6 日まで）。
コ―ルタール工業に関する答申案の審議および可決。
ソーダ製造試験所設立案の審議。
3 イヒ学研究所の設立およびその組織に関する建議案の審議と可決。
610
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4 工業試験所の現況と将来計画の審議。
前回諮問事項中の未了問題の審議。5
前回諮問事項中の未了問題に関する審議( 続き)。
特別委員の決定。6
工業試験所参観。(
理化学研究所設立に関する特別委員の選出。)
7
1
??
??。??
??
??
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答 申 ・建 議 の 提 出。 ・=
第1 回 特 別 委 員 会 。
第2 回 特 別 委 員 会。
第3 回 特 別 委 員 会 。 レ
第3 回会 議 開 催 （同 月15 日 まで）。
染 料 医 薬 品 製 造 奨 励 法 の 制 定 ・公 布 に と もな う措 置 お よび アン モニ
ア ・ ソー ダ法 工 業 の企 業 化 に 関す る報 告 と審 議。
特 別委 員 り 分 担 事 項 の 報 告。 。- 。 ．I
カV 原 料0 調 査。
特 別 委 員 調 査 事 項 （木 材 乾 留 工 業 ） の報 告 と 審 議。
特 別委 員 調査 事 項 （化 学 製 薬 工業 ・窯 業 ・電 気 化 学 工 業 等）,の 報告
14
と 審 議6
ソ ー ダ製 造 試験 所 お よび 天 然 ソ ー ダ （蒙 古） 調 査 の報 告 と 審 議。15
天然 ソ ー ダ （蒙 古） 調 査 の報 告。5
第4 回 特 別委 員 会。 ノ 。6
第4 回 会 議 開 催 （同月8 日 まで）。y
甲7------ ・--- ・r ＝。 ・/ ・ ・ ・
特 別 委 員 調 査 事 項 （化 学 製 薬 工 業 ・染 色 工業 ・電 気 化学 工 業 ・窯業
等 ） の報 告 と審 議。
7 ソーダ工業特別委員報告（旭硝子の試験製造の進捗状況等）。
理化学研究所の設立経過と今後の見通に関する報告。
農商務大臣仲小路廉拶挨。8
日本染料会社の概況の報告。
特別委員調査事項（合金等）の報告と審議。
建議案の審議と可決。
第1 回会議の初日，すでに述べたように農商務大臣の挨拶，ついで委員長
の経過と議事進行についての発言があったが，モのさい委員長は諮問事項が
例示し た に過ぎ ない もの で，「要 ハ化学工業 ノ根本政 策 ヲ定 メ」 るこ とだ と，18)._.
＿
その範囲の広いことを指摘し ている。このような農商務省の意向もあって，
化学工業調査会の活動はきわめて広範囲に及ぶものとなっていくのである。
第1 回会 議に 提出 さ れた諮 問事項 はつ ぎ の6 件 で， そ れに 参照 とし て個 肌19)
工業が，その包括する分野や製品名とあわせて，掲げられていた。
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-
化学工業調査会（第一回）ニ対スル農商務大臣ノ諮問事項
本邦二於テ将来新起業ヲ奨励シ又ハ既成事業ノ発達若ハ改良ヲ図ル
ヘキ化学工業ノ種類
-
乙9 原料 ノ供給 方法政供 給力
三，原料ノ生産奨励方法
四，本邦二於テ採用スヘキ適当ナル製造法
五，新起業二要スル資金鼓採算関係
六，新起業ノ奨励又ハ既成事業ノ発達若ハ改良二必要ナル公私ノ施設
（参 照） ニ
ー，化学薬品工業
-
一9
.一
一~>
(イ)工業薬製造
回医薬製造
石炭乾溜工業
各種ノ曹違製品，各種加里製品，
各種ノ無機酸等
(イ)染料 回ベンゾール，石炭酸，硫酸アンモニア，トリュオール
等 阿
木材乾溜工業(
イ)木精，酢酸，アセトン，フォルマリン等(^) 同上誘導化合物
泗，発酵工業
酒精ド
五 ，油脂工業(
イ)脂肪酸，グリズリン，グi;ース等
塗料 ㈲印刷インキ( ＝)石鹸，蝋燭
硬化油
(甲)ペイント，ワニス，船底
幽油布，リノリユーム 同
．l ．
ノゝ
タ 化粧品工業(
イ)香水及香油H 歯磨 ㈲白粉( ≒)質附 倒其他
七，揮発油工業(
イ)薄荷(^) 樟脳 ㈲松精油( ≒)黒文字油其他ノ芳香油A,
顔料工業
群青，紺青，酸化コバルト，金液，銀液，白金液，朱等
九，繊維化学工業
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イ)パル プ及 製紙 回 セル ロ イド及製品 ＼
十，窯 業(
イ)厚 板硝 子及 各 種琉 璃器(^ 頑肩 製品 ○ セ メン ト製品, 増 蝸。'
蒸 発皿等 ノ輸入窯業 品 「」)陶磁器
十一， 冶金工業(
イ)各種金 属精練 ㈲各 種合金
十
一
― ■？
十 三 ，
電気化学工業 二
燐，塩素酸加里，アルミニュ'―ム，硝酸，アソモニヤ等
其ノ他 ニ ダ
諮問に対して，ソーダ工業，コールタール工業などを逐次審議し，答申を
作成していった。残された問題に対しては√特別委員を決めて調査していく
ことにした。また委員から提出されていた建議案を審議し，化学工業調査会
として建議を行うとともに，相当の施設を必要とする問題については意見書
を提出することにした。この第1 回会議が提出した答申雌l 件で，それは3
項目から成っていた。建議は9 件，そして意見がu 件である。20)
第2 回会議においては√農商務大臣からつぎの5 件の事項が諮問された。
一
化学工業調査会（第二回）ニ対スル農商務大臣 ノ諮問事項
「コールタール」蒸溜及精製業ノ助長発達二関スル件 十
二，曹達試験所設立計画二関スル件
一
― ・，
四
，
五
，
前回諮問事項中未了諸間題
化学研究所ノ設立及其組織二付建議二関スル件
本省工業試験所ノ事業計画二関スル件
前回会議と同様の手順で審議を進めており，コールタール工業の助長発進
案，ソーダ試験所設立案，化学研究所の建議案，および前回諮問事項のうち
の未了事項などの審議，それに特別委員の決定を行い，最終日に工業試験所
を見学している。今回提出した答申と建議はそれぞれ1 件であった。
第3 回会議においては，前2 回の会議と異なり，農商務大臣からの新たなニ
諮問事項はなく，前回の諮問事項である化学薬品工業，油類及塗料工業など
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表4 化学工業調査会提出の答申・建議・意見一覧
1。 答中書標題とその主要項目
第1 回会議（大正3 年12月3 日提出）
答中書
第1 曹達工業ノ発達ヲ図ルコト，而シテ之レカ方法トシ テハ政府二於テ相当規模
ヲ有スル曹達製造試験所ヲ設立スルヲ要ス
第2 石炭タール蒸留及精製業ノ発達ヲ助長スルコト
第3 電気化学工業ノ研究発達プ図ルコト 十
第2 回会議（大正4 年3 月7 日提出）
「コールタール」蒸溜及精製業 ノ助長発達二関スル答申書2.
建議（含案）ト ‥
第1 回本会議（大正3 年12月3 日提出）1.
曹達製造試験所 ノ設立二関スル建議2.
化学工業調査会決議 二関スル建議3.
化学研究所設置 二関スル建議 犬4
レ 発明者 ノ優遇二関スル建議5.
実業奨励二関スル建議 ／6.
新設工場 ノ設立許可二対シ使用技術者制限二関スル建議
ワレ 輸出品検査二関スル建議8.
化学工業二使用スル食塩特別扱二関 スル建議9.
化学工業原料調査会ヲ設置スル建議（撤回）
第2 回本会議（大正4 年3 月7 日提出）1.
化学研究所設置 二関スル建議
第4 回本会議（大正6 年6 月8 日提出）1.
化学工業促進二関スル建議2
レ 帝国大学及官立各種専門学校二於ケル化学及関係学科ノ設備及研究費二関スル
建議-3.
化学工業に関する諸問題に対する意見書（大正3 年12月3 日）1.
空気中ノ窒素ヲ固定シテ窒素肥料ヲ製造スルノ方法及石灰窒素ヲ硫酸「アンモ
ニア」其ノ他使用シ易キ形態二変成スルノ方法2.
加里原料給源ノ研究3.
食料品ノ合理的経済的使用二関スル研究4.
脱脂乳ノ化学的利用方法 ‥
・5.
石．
く7.8.9.10.II.12.13.14.
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「ブi; ヤ」製造及 「ブリキ」 缶錆留 ／方法
甜菜糖工業 二関スル調査 ヲ為 メコト ＼
木精及酢酸石灰 ノ産額 ヲ譜 加スル為簡易ナル木材乾錆窯 ノ普及ヲ図ルコト
小規模 「パルプ」製造法 ノ研 究
松脂採集及松精油製造 ノ事業 ヲ奨励 スル コト
石油精製業 ト
ご
「 ダイナマ イト」雷管及 「グリセ リン」製造業
金属薄板製造業 ノ奨励
魚油 及鯨油 ノ利用 ／
魚類及海獣皮 ノ製革法 卜
の重要化学工業に関する特別委員の調査報告をもとに審議した。しかし，答
申や建議の作成はなかった。
¨ 第4 回会議は，第3 回会議と同様に農商務大臣から提出された新しい諮問,
事項のために開催したもりではなく√重要化学工業に関する特別委員の調査
原 告をもとに審議するためのものであった。ついで委員から提出された建議
ご案2 件を審議し，それらを採択し，建議としして可決・提出している。
化学工業調査会の諮問をうけて提出した答申，それに委員の発議をもとに
し て提 出し た 建 議 や 意 見 が， 政 府 の 施 策 に 少 な く ない 影 響 を あ た え た こ とは21
）
t うヽまでもない。政府が施策として具体化したものの代表例は，第1 回会議
の答申で挙げた「石炭タール蒸溜及精製業ノ発達ヲ助長 スルコト」および第2
回会議の「『コール タール』 蒸溜及精製業ノ助長発達 二関スル答中書」で，
宅 機合成化学工業に関する振興策として，第36回特別帝国議会の協賛を得，
染 料医薬品製造奨励法が制定・公布をみている。
この立案作業には，イヒ学工業調査会のほかに内務大臣 の諮間機関として設
叶られた臨時薬業調査委員会からの答申も関与し ており，さらには軍部の要
前 も容れたといわれている。染料医薬品製造奨励法により発足した企業は，
日本染料・日本グリセリン・内印製薬・東洋薬品の4 社である。日本におけ
レる有機合成化学工業の創出・発展を契機づけたばかりか，これに促されて多22)
ノ数の同種の企業が族出して，工業としての形成をみるに至ったとされている。
ニこれと対詰的なのは第1 回会議の答申の第1 項に掲げられていたブ曹達工
業 ノ発達ヲ図ルコ に 而シテ之レカ方法トジテハ政府二於テ相当規模ヲ有ス
ル 曹達製造試験所ヲ設立スルヲ荷ス」の件である。ソーダ製造業の振興は，
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第1 回 会 議 に お い て 「 曹 達 製 造 試 験 所 ノ 設 立 こ 関 ス ル 建 議 」 も 提 出 さ れ て い
る よ り に ， 化 学 工 業 調 査 会 に お け る 最 大 の 懸 案 事 項 で あ っ た と い っ て よ い 。
と こ ろ が ， 答 申 と 建 議 で 政 府 に 要 請 さ れ た ア ン モ ニ ア ・ ソ ー ダ 法 製 造 技 術 開
発 の た め の 国 立 試 験 所 は ， 原 料 塩 に 関 す る 調 査 が 残 さ れ て い て ， 塩 価 問 題 が
未 解 決 の た め に 予 算 が 獲 得 で き な い こ と を 理 由 に ， 当 初 は そ の 設 置 が 困 難 だ23)
と さ れ た 。 し か し ， 「 表 面 で は 経 費 の 都 合 に よ り ， 内 実 は 同 盟 国 の 英 国 に 気
兼 ね し た た め 実 現 せ ず 」 と ， こ の 件 に も っ と も 係 り の 深 か っ だ 西 川 虎 吉 は 述24
）J
匯 し て い る 。
■ ■ ㎜
㎜ ■
答 申 に 沿 っ た 国 立 ソ ム ダ 製 造 試 験 所 は 設 立 さ れ な か
っ た も の の ， 民 間 企 業
で あ る 旭 硝 子 は 化 学 工 業 調 査 会 の 得 た 情 報 を 譲 受 し ， 委 員 の う ち の 関 係 者 を
顧 問 に 迎 え て ， ア ン モ ニ ア ・ ソ ー ダ 法 （ 正 確 に は バ
ッ チ し プ1=・ セ ス の ホ ー ニ ヒ マ
ン 法 ） に よ る 炭 酸 ソ ー ダ の 試 験 製 造 に 着 手 し ， 工 業 化 を 実 現 し て い る 。 ま た 。
日 本 曹 達 （ の ち の 徳 山 曹 達 ） も ア ン モ ニ ア ・ ソ ー ダ 法 （ ソ ル ヴ
エ
法 ） で 試 験 を 開25
）
始 し, ニ多 く の 曲 折 の の ち 成 功 （ ホ ー- ヒ マ ン 法 で ） し て い る 。 こ れ ら が 示 す よ
う に ， 化 学 工 業 調 査 会 の 活 動 が ， 第 一 次 大 戦 と い う 特 異 な 環 境 の も と で あ れ 。
日 本 に お け る ア ン モ ニ ア ・ ソ ー ダ 法 工 業 の 創 出 を 契 機 づ け た 要 因 で あ る こ と
雌 否 定 で き な い 。
有 機 合 成 化 学 工 業 と ア ン モ ニ ア ・ ソ ー ダ 法 工 業 の 育 成 策 の 中 間 に 位 し て い
た の が ， 電 気 化 学 工 業 の 育 成 策 で あ っ た と い え る の で は な か ろ う か 。 答 申 が
事 業 の い っ そ う の 拡 張 を 求 め た 燐 や 塩 素 酸 カ リ は 日 本 化 学 工 業 に よ っ て 生 産
が 開 始 さ れ て い た し ， 石 灰 窒 素 ・ 変 性 硫 安 の 製 造 も ま た 日 本 窒 素 肥 料 や 北 海
カ ー バ イ ド （ の ち の 電 気 化 学 ） に よ っ て 先 鞭 が つ け ら れ て い た 。 こ れ ら に 比 べ
る と き ， 電 弧 法 や 電 解 法 な ど は 開 発 研 究 の 段 階 に あ っ た し ， ア ン モ ニ ア の 直
接 合 成 は 重 要 課 題 と な っ て き は じ め て い た 。 し た が っ て ， こ の 幼 稚 な 電 気 化
学 工 業 を 研 究 し ， そ の 助 長 発 達 をN る こ と が 必 要 だ と い う 答 申 に 対 応 し ， 農
商 務 省 所 管 の 工 業 試 験 所 （ の ち の 東 京 工 業 試 験 所 ） の 第5 部 を 中 心 に 電 弧 法 に
よ る 硝 酸 合 成 ， 電 解 法 ソ ー ダ ， ア ル ミ ニ ウ ム 製 造 法 な ど が い っ そ う 活 発 に 研
究 さ れ て い っ た の は 当 然 で あ り ， し か も そ の 電 解 法 ソ ー ダ 製 造 技 術 は 大 戦 中
に 民 間 企 業 の 採 用 す る と こ ろ と な っ た6 ま た 工 業 所 有 権 戦 時 法 に よ っ て 没 収
し た 特 許 も 出 願 企 業 に 使 用 を 認 可 す る が ， 電 解 法 を は じ め と し た 化 学 技 術 関
26）
係 に そり 例 が 多 か っ た 。 こ の よ うに ， 電 気 化 学 工 業 の 分 野 で は 大 戦 前 か ら は
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じ まってい た工業 の展開 が， 第一 次大戦 を契 機に政 府 の施策 も くわわ って，
急 速 で広範 囲 な ものへと加速 され ていく のであ る。
以上の よ うに， 答 申で 触 れら れた工業 分野 に限定し て みた とき， 第一 次大
戦 とい う特 異な政 治的 ・経済的 環 境を 考慮に いれた とし ても， 化学工業 調査
会 はこれら諸 分野 の新た な展 開に 刺激を あた え， 促進さ せた といえ る のでは
な かろ うか。
3. 化学研究所設置の建議 エ
化学工業調査会に対する諮問は，第1 回会議にみられるよう犀化学工業に
直接関係する事項であった。ところが，委員長が開会にあたって述べたよう
に化学工業調査会の設立趣旨が「化学工業ノ根本政策」の策定にあることと
広義に理解することで，自らの発議によって諮問の範囲を越え，発明の奨励。
実業0 奨励，輸出品検査などの一般的な工業振興策まで建議した。さらに，
化学工業に対するいっそう抜本的な振興策として，「化学研究所ノ設立 二関
27）
ス ル 建 議 」 を 提 出 し て い る 。
化学工業はもとよりのこと，近代工業の振興のために基礎科学の研究体制
を整備する必要が理解されていた。そしてこの19世紀末から20世紀にかけて
の世紀交代期においては，西欧諸国は激化する国家間競争において優位を獲
得するため，国家の主導りもとに産業の振興を図り，さらには大規模な基礎
的研究機関の整備に努めており，いわゆる国家・産業・科学の三位一体化が
進んでいた。この情況は国家・産業による体制への科学の内包化で，科学は28
）
この体制に全面的に依拠・規定される存在になったことを意味する。
日本 で も また 試 験 研 究 体 制 の拡 充 ・ 整 備 に 関 し て， 政 府 の 設 け た 生 産 調 査
‥ ‥‥ ‥ ‥29 ）会で論議され，有識者のあいだからも積極的な意見が提出されていた。化学
工業に関していえば，大正2 年4 月19日の工業化学会第16年会で高峰譲吉が
講演「万国応用化学会議に就て並に工業化学研究の挙」の後半において，独
創的発明のために大研究機関を創設するよう主張した。すなわち，アメリカ
で活動していた高峰は，西欧各国が研究体制の整備を競っている国際情況O
理解にくわえ，日露戦争後の軍備拡張，なかでも八・八艦隊建造による日米
軍事摩擦の増大を危惧し，軍事大国化よりも産業国家の強化の途を提示し，
そのために国際的な趨勢に倣って大規模な基礎的研究機関，つまりトレッド
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ノート級戦艦の建造費に相当する1,000万～2,000万円でもって独創的発明を30)
生みだす基礎的研究機関の設立を提唱したのである。
この構想は「国民科学研究所」の設立案となって具体化され，同年6 月13
日に農商務大臣，実業家，大学教授陣を含めた懇談会を開催し，この案を検
討 し て い る。 そ の た め に 作 成 さ れ た 「国 民 科 学 研 究 所 」 の設 立 趣 意 書 に は，
・。 ・31)
その研究機関設置についてつぎのように端的な説明をあたえていた。
すなわち「欧米ノ先進国が積極的二国富ヲ増殖シ得タル所以ノモノ，概ネ
此ノ独創的工業ノ発達二在ル」こ とを理解し，「内二国富ヲ扶殖増進シ， 外
二欧米諸強ト餅ヒ馳駆シ」，国の発展を図るた め に は「模倣的工業ノ進歩ヲ
モ亦重要ナリト為スト同時二殊二大二奨励スベキヲ独創的工業ノ勃興・発達
二在リト為スナリ」。そのた めに必要とされる「有益ナル発明」の場を提供
するものとし て，「国民科学研究所ノ設立ヲ切望」す るのである。・つまり,大
規模な基礎科学研究所を激化する国際競争のなかで産業国家の強化策として
位置づけ，それを国家主導のもとに実現することを求めていたのである。
高峰の提唱に応えた官・産・学の首脳陣は，政府首脳の同意を取付けなが
ら具体化をはかった。そのさい，設立趣旨をいっそ う明確にする一方，その
計画を実現可能なものへと修正していった。最初の構想を生かしながら，当
時め財政事情を考慮することで規模を縮小し，主題に沿って名称を「化学研
究所」と改めた案を作成した。なかで乱 研究所の規模に密接に関連する設
立資金に関しては，当初の高峰案では1,000万～2,000 万円とし ていたが，大
正2 年7 月段階の化学研究所案では民間からの寄附金500 万円を基金とする
ものに縮減されていた。
化学研究所設立案を具体化するために，同2 年7 月に設立準備委員を選び，
同年12月には官・産・学から30名の調査委員を委嘱して協議を進めた。この
作業と並行し て開会中の第31回帝国議会（大正2 年12月24日召集）に対して，
大正3 年3 月19 日付で渋沢栄一・高松豊吉等7 名の連署で「イヒ学研究所設立
二関スル請願」を提出した。し かし，議会は予算案の不成立，ついで衆議院
で内閣弾劾上奏案の審議中に3 日間の停会となり√3 月25 日に閉会とたった
ため，この請願は審議されなかった。同S 年4 月5 日開催の工業化学会第17
年会で高松は日本化学工業界の現状を述べたのち，前年に高峰譲吉が提唱し
た研究機関の設置に関し て，議会請願を含めた運動の進捗状況を報告してい
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る。
このよ うに 化学研 究所 の創設 に関し ては， 官界 ・産業 界 ・学 界が 挙 って強
い 関心を示し て いたが， 山 本権兵 衛内 閣 に協 力を 求めた とき， 当時 の農 商務
大臣山本達 雄は 機運が 熟し てい ない とし て積極的 でなか った。 か わ って同3
年4 月16 日に発足し た大隈 重 信内閣 は 少な くない 好意を示し た 。 大隈 は同年6
月に農商務 省が開 催し た全 国実業 家 大会 の出席者 を私邸 に招い た席 で，工
業 の発達を 図 るため に官民 協 力 で化 学研 究所を 設置す る よ う主張し ていた。
これを うけ て， 翌7 月3 日渋 沢栄一 ・中 野武営 ・高松 豊吉 は農 商務 省工業試
験所 におい て農商 務次 官上 山満之 進， 商工 局長岡実，工業 試験所 々長 高山甚
太 郎と化学研 究所 案 の具体化 を協 議し た のであ る。 こ の頃 には 政府 の積極的
な 姿勢を反 映し て， 化学 研 究所 案 の規 模は拡 張 され， 政府 支出500 万 円，民32)
間 寄附500 万 円， 合 計1,000 万 円 規模 の公益 法人 案 とな って きてい る。
官 ・産 ・学 の協 力 で化学 研 究所 の設立 計画が い っそ う具体 化 され， 実現 に
向 けて運動 は一定 の進 捗を み た もの の， この大 正3 年7 月28 日に 勃発し た欧33
）
州大戦 のため に運 動は 行 き詰 るのであ った。
■■ ㎜ ■
化学研 究所 設立運 動 の再開 を契機 づけ ，し か も具体化 させた のは， 化学工
業 調 査会 の建 議であ る。 第1 回会議 の最終 日であ る大正3 年12 月1 日，委員
桜井錠二が提 出し てい た建議 案 「化学研 究所 設 置二関スル 建議 」を 採 りあげ
た。 それの説明は 「化学 工業 ノ発達 ツ図 ラ ムカ為， 政府 ハ化学 研究所 ヲ設 置
シ，又 ハ之 ヲ設 置 セムト スル民 間 ノ計画 三補助 ヲ与ヘ ラレ ム コ ト ヲ望 ム」，34
）
とい うのであ る○
㎜
審議にあた って， 建 議案 提出 者 の桜井は 補足 説明を くわ え， 高松豊 吉は化
学 研究所 設置に関 す る これ までの運 動経 過を 説明し た のも ， 化学工 業 調査会
で本件の建議を行 うよ う主 張し た。 そ のさい， 上山 委員 長 は建 議案 を提 出し
て も「政 府今 日 ノ財政 ニテハ不 可能 ナル ペシ」 と， 現 実性 のない こ とを 説明
し た。し かし 審 議は 進め ら れ， 主 とし て化 学研 究所 の性格 に関 連し た議 論が
行 わ れた。 提案 者 の桜井は 化 学研 究所 は独 創的研 究を担当 す る もの とし て，
既 存 の機関 とは 別に 独立し て設置 すべ き ものだ と考え てい た。 これ に対し て。
農 商務省所管 の工 業 試験所 があ り， 化 学研 究所が これ と重 複す る ので必 要が
な い とい う意見が 紹介 され， 委員 長 の 「化 学研究所 ハ根本 的 ・基 礎的 （グリ
エッドリッヒ）ニシ テ，工 業 試 験所 ハ実 際的・工業 的 ナ リト自分 ハ了解 シ居レ
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リ」という発言もあって，全員の見解の統一が図られている。
厳しい情況にもかかわらず，設置の望まれている化学研究所が既設の府県
郡工業試験場はもとより，農商務省所管工業試験所と性格の異なることを胆
確 にし ， 民 間に よる設立 計画に 国家補 助を 求め る内 容に改 め， つ ぎ のような35)
建議案として可決し，大臣宛に提出したのである。
化学研究所設置4 関スル建議
凡ソエ業ハ其ノ種類ノ何タルヲ問ハ・ス微妙精緻ナル学理的研究ト発明／
成果二非サルハナシ。殊二化学工業二於テ然リトス。現今本邦二散在スj
ル府県立工業試験場ノ如キハ何レモ其ノ経費ノ欠之ト技術者ノ不足ナル
カ為常二期待セル成績ヲ挙クルヲ得ス，又官立工業試験所アルモ其ノ設
備未夕完全ナラサル所アリ。殊二独創的発明ヲ奨励スヘキ設備二至リテ
ハ殆ソト絶無ト謂フヘシ。サンバ将来本邦化学工業ノ指導者トシテ之ン
カ振興ヲ図ラムトセハ，学理的研究ノ設備ト相侯ツテ応用的実験ノ設倚
ヲ完成スルヲ要ス。依テ之レカ研究機関ヲ設備シ又ハ之ヲ設置セムトス
ル民間ノ計画二対ン補助ヲ与ヘラレムコトヲ望ム
右本会ノ決議二依り建議政也 し
大正三年十二月三日
化学工業調査会
農商務大臣子爵大浦兼武殿
つまり，高峰め提唱から帝国議会請願など大戦開始前までの，いわゆる化
学研究所設立運動に関与していた工業化学会々長高松豊吉をはじめ，大学教
授・官庁技師の主要な顔ぶれが化学工業調査会委員であったことから，この
建議は従来の運動の延長のうえに，もっと正確にいえば大戦勃発で挫折して
いた運動の復活・再生を目ざして提出されたものであるといってよい。
化学工業調査会第2 回会議は大正4 年3 月2～6日に開催された。それに先
だって委員として農商務省商工局長岡実と東大教授の長井長義・池田菊苗・
鴨 井武 の補充 があ り， 提出 された 諮問 事項には （化学 研 究所 ノ設立及其 組織37)
ニ付建議二関スル件」が含まれていた。このことは，化学研究所の設置問題
が今回の会議において重要な案件であったことを示唆するものである。
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化学研 究所 の件 は 第2 日 目に 審議さ れた。 第1 回会議 のさい に具 体案 の作
成 が希望 さ れていた こ とから ， そめ作業 を中 心に な って進 めた 鈴木梅太 郎が
成 案を もとにし て補足 説 明を 行った のち， 審議 に はい っ た。 そ のさい， 委員
長 上山は こ の建議 案 の実 現が当時 の財政 事情から 困難 な ことを 強調し た。 委
員 の岡も農商 務省 とし て政府 が行政 整理を 行っ てい る折， 独立し た研 究所の
新 設が容易 なら ぬこ とを 指摘し た。 政府 の委員が こ のよ うな理 解 の うえ で，
審 議に参加し たのに対し ， 委員 の多 数を 占め る大 学 教授 の関 心は設立 予定の
研 究所の性 格にあ った。 そ のためS 審議 で意思 の疎通が 十分 であ ったとはい
え ず，再 度議 論 も繰返 されてい る。
まず化学 研 究所 の設立 運動に関 す る経過が， 帝 国議会 請願 の件を 含め て報
告 され， 諒 承 された。 そし て化学 研究 所設立を 現実化 す るた めに， 大正3 年
度 初頭 の計画 と同様 に民 間寄附 金500 万 円を基 金 とす る最小 限 の規 模 の研究
所 設置案を 作 成す ると と もに， 当初 の構想 とは逆(D 手順， つ まり最初 に政府
で 小規模 な研 究所 を設け ， これを民 間 の寄附 で大 きな規 模にし てい く手順を
孫 るこ とを基 本的 な骨 子 とし て， 今回 の建議案が 作成 さ れ てい る旨， 鈴木 が39)m
明し た。 こ れは 大筋 で諒 解さ れた。
ついで化 学研 究所 の性 格に関 す る審 議に移 った。 大 学 や専 門学 校 におけ る
研 究の規模 を大 き くす れば，化 学研 究所を設け な くて も よい のでは ないかと
い う委員長 上 山 の見 解に 対し ， 大学教 授陣 から は大学 ・専 門学 校は 今 日でも
経 費 と人 員が不 足 で，民 間 の要 求に応じ た研究が で きないし ， 独 創的 な研究
を 片手間では や れない と， 厳し い反 論があ った。 また上 山委員 長は， 工業試
験 所を拡張し て， 化 学研 究所 で行 うとい う根本的 研究を 実 施す る案 を提 出し
た が，こ れに対し て も工業 試験 所は これ まで工業 の発達 に貢 献し てい るが，
そ れは外国 の技 術 の消化 であ り， 学術 的研究を 行 ってい るとし て も片 手 間で
あ り，モ のため に新 生面 を開拓し た り， 化学研 究所 に期 待し てい る よ うな基40
）
・礎的 づ
大学教授 の側から 強調 さ れた のは， 以上 の よ うな意見 に くわえ， 独創的な
研 究は大学 教 授や試 験機 関技 師な どの兼務 では実 施が困 難 であ り，そ のため
にヽは独立し た 施 設や そ のために専 任研 究者を充 てなけ れば なら ない とい う見
解 で，池 田菊 苗，桜井 錠 二， 鈴木梅太 郎等 からだ さ れた。 そし て， 井上 仁吉
社 「名ハ実 ヲ顕 ハ ス。 或 程度 迄階 段 ヲ分 チ研究 スルガ必 要 ナ リ。 何 トナレ バ
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研究所ハ根本的ナモノヲ研究-y，試験所ハ実用的ノコトヲヤレ バヨシ」と発
言しているし，高松豊吉も工業試験所の「現在ノ仕事ト混同セヌ様，根本的
ノ研究ハ研究所二於テナス方（if）宣シト思フ」とい う， 工業試験所と研究
所との分離論がだされた。さらに鈴木達治は「外国ノ研究状態ヲ見ルニ・・…
近 来 八 分 業 的 ト ナ リテ ， 相 助 ケ 大 ナ ル 効果 ヲナ ス ニ到 レ リ」と，工 業 試 験 所・
…
…
… … … △ ‥41)化学研究所分離の支持論を展開している。以上のようにして，化学研究所を
独立した機関として設置することについては，賛成が得られたのである。
独立した化学研究所を設けるとき，それに必要な人材が確保できるかどう
かも論じられた。大学教授の委員，とくに桜井は委員長上山の質問に対して，
自 信 を も っ て ， そ の 人 材 の 確 保 を 保 証 し て い た 。 し か し ， 先 の 大 学 教 授 が 片
手 間 で は 独 創 的 研 究 が で き な い と い う主 張 と あ わ せ ， こ の 人 材 確 保 は 解 決 か
容 易 な ら ぬ 問 題 で あ る こ と を ， 理 化 学 研 究 所 の 発 足 の さ い に 早 く も 露 呈 す る，
の で あ る 。
化 学 研 究 所 の 事 業 に 関 し て ， そ れ が 独 創 的 研 究 で あ り ， 学 術 に 基 礎 を 置 い
た 研 究 で あ る こ と が 強 調 さ れ る と ， そ の 所 管 官 庁 が 改 め て 検 討 課 題 と な る 。
大 学 教 授 で あ る 委 員 の 発 言 を み る と ， 化 学 研 究 所 の 主 管 は 文 部 省 と い う こ と
犬43)
に な る の で は な い か ， と 商 工 局 長 岡 実 が 質 し た の は 当 然 の こ と で あ る 。 こ れ
に 関 し て は 後 に 帝 国 議 会 の 審 議 で 問 題 に な る が ， 特 別0 議 論 も な く ， 化 学 工
業 調 査 会 が 農 商 務 大 臣 の 諮 問 機 関 で ， 建 議 も 同 大 臣 に 提 出 す る こ と か ら ， 所
管 は 農 商 務 省 と い う こ と が 暗 黙 の 諒 解 で あ っ た ， と い っ て よ い 。 あ る い は 大
学 教 授 の 委 員 に と っ て は 重 要 な 関 心 事 で な か っ た の か も し れ な い 。
以 上 の よ うな 審 議 の の ち ， 鈴 木 梅 太 郎 が中 心 に な っ て 作 成し た 建 議 案 が 可__
＼44 ）
決され，農商務大臣あてに提出されたのである。
化学研究所設立二関スル建議
族二本会ノ決議二依り化学研究所設立二関シ建議致侯処, 此ノ事タル単
二化学工業ノミナラスー般産業ノ振興ヲ計り国富発展ノ基礎ヲ強固ナラ
シムル国家重要ノ案件ニシテ，而カモ這般ノ欧洲戦乱二鑑ミ一日モ忽ニ
スうカラサルモノナルカ，之ヲ民間ノ計画二放任セソカ莫大ナル資金ヲ
要スルカ為容易二其ノ実現ヲ期スルコト能ハサルハ一昨年来ノ実況二徴
シテ明ナリ。故二政府二於テ速二之ヲ実行スル目的ヲ以テ内務，大蔵，
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文部 及 農商 務各 省 ノ関係 諸官庁 ヨ リ委員 ヲ命シ， 之 二民 間 ノ実業 家 ヲ加
ヘ テ官民 合 同 ノノ委員 ヲ組織シ， 其 ノ実 行 二着手 セラレ ソ コト ヲ切 望 ス
右別紙 理 由書 ，化学 研究所 ノ組 織及事業 要 項蚊予 算 概算書 相添 本会 ノ決
議 二依 り建議候也
大 正 四年三月七 日
化学 工業 調査会
農商 務大臣 河野 広中殿
化学研究所ノ設立ヲ必要トスル理由
方今列国相対峙シ言強ヲ以テ相争フ，而シテ其ノ国富ノ充実セルハ皆理
学ノ応用二務メ深 ク其ノ根底二培ヒ以テ産業ヲ隆盛 ニセルノ致ろ所ニシ
テ，其 ノエ業製造ノ進歩侃々トシテ底止スル所ヲ知ラサルナリ。此時二
当強り我邦与国ノ気運二乗シテ悠遠 ノ皇謨ヲ成就セソコトヲ図ルモ，唯
兵ノ備アリテ富国ノ実ナク我産業ヲ以テ彼二比スル ニ相後ルル甚タ遠ク。
加フルニ進歩ノ亦頗ル遅々タルヲ以テス。彼ノ列国トm 馳セソコトヲ思
フニ洵二日晩レテ途遠キノ歎ナクソハアラス。故二国家ノ大計ハ産業ヲ
興隆スルヨリ急ナルハナク，而シテ産業ヲ興隆セソ ニハ化学工業 ヲ振起
スルヨリ先ナルハナシ。請フ少シク其ノ然ル所以ヲ述ヘン
抑モ諸種ノ産業ハ相侯チ相助ケテ始メテ発達シ得ペキモノニシテ，其ノ
関聯スルコト恰モ人身ノ諸機関ノ如ク荷モ其ノ一二シテ萎扉不振ノモノ
アランカ，他モ亦皆其 ノ累ヲ蒙ラサルヲ得ス。進歩 セル農業ハ化学工業
ノ供給スル肥料ヲ得ルニアラサレハ進歩スルコト能ハサルヘク，機業ハ
染料ヲ得テ始メテ其ノ製品ノ販路ヲ拡張スルコトヲ得ヘク，製鋼業ハ珪
素，ブナヂソ，タングステン等ブ得テ始メテ最モ優良ノ鋼ヲ造ルヲ得ル
カ如キ其ノ実例ノー班ニシテ，電気工業，鉱業，水産業，醸造業ノ如キ
モ亦種々ノ物質ヲ化学工業二仰ケリ。故二化学工業 ノ発達ハ間接二是等
諸産業ノ進歩ヲ促スヘキナリ
現今我国二於テ需用セラルル化学製品ノ量頗ル大ナルノミナラス将来其
ノ需要 ノ大二増進スヘキハ疑ヲ容レサル所ニシテ，而モ其ノ我国二於テ
製出セラルルコト尚甚タ少キハ統計ノ示ス所ナリ。 故二此ノ欠ヲ補フ為
メニモ，亦他ノ諸産業ノ発達ヲ助 クルカ為メニモ，化学工業ノ振興ヲ以
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テ当世ノ急務トスヘキハ識者ヲ侯タスシテ明ナリ
農業水産業 ノ如キ本邦囚有 ノ産業ハ暫ク之ヲ措キ，鉱業，電気工業ニ器
械工業等力近年我国二於テ次第二隆盛二趣クニ反シ，独り化学工業ノミ
其ノ進歩ノ極メテ遅々タルハ自ラ其ノ理由ナクソハアラス。蓋シ前者ハ
剪モ主トシテ器械的ナルカ故二其ノ器械ヲ海外ヨリ輸入シ岩 クハ之ヲ模
造 スレハ大ナル困難ナクシテ其ノエ業ヲ我国二移植シ得ヘシト雖モ，化
学工業二至リテハ頗ル其ノ趣ヲ異ニシ操作ノ往々繁瓊複雑ナルカ為二技
師職エユ特別ノ経験判断ヲ要スルモノアルヲ以テ，器械的二之ヲ輸入移
植スルハ殆ト不可能ノ事二属スルモノアリ。是レ最毎進歩セル化学工業
二於テ独逸力独り覇権ヲ檀こ=,シ，英米ノ大工業国ヲ以テシテ尚ホ未タ途
二其 ノ塁ヲ摩スル能ハサル所以ナリ。独逸ハ元来化学工業 二於テモ英国
こ比スレハ遥こ後進 ノ国タリ, 而ルニ斯ノ如 ク之ヲ凌駕スルニ至レルハ
多 クノ化学者ヲ養成シ其ノ研究ノ結果ヲ著々工業 二応用セルカ為ニシテ，
其 ノイヒ学工場二在テモ亦附属ノ研究所ヲ設ケ化学者ヲシテ製造方法ノ改
良，新製品ノ発明二従事セシメ廃物利用ノ途ヲ講セシムルモノ多シ。今
ヤ欧洲ノ大乱二際シ独逸力兵ヲ国外二用ヒテ能ク優越ノ位置ヲ保テルモ
ノ其ノ諸般ノ制度ノ完備セルニ由ルト雖泌，蓋シ化学工業 ノ大二発達シ
テ製造的物資ノ供給二於テ殆ト内顧ノ患ナキモノ亦是力一囚タルヘシ。
敬二我国二於テ化学工業ブ振興セソトセハ範ヲ独逸 二取リ，大二化学研
究 ノ道ヲ開キ発明ヲ奨励シ以テエ業発達ノ基礎ヲ造ラサルヘカラス
蓋シ発明ハエ業ノ精華タルト同時二又其ノ根底タルモノニシテ，此ノ根
底ナキ模倣的工業力競争二堪ヘスシテ終二萎扉衰退スヘキハ火ヲ諧ルヨ
リ明ナレハ，縦令人為的奨励ニヨリテ一時吾力化学工業ヲ振起シ得ルト
スルモ其 ノ存続発達ヲ期スヘカラサルナリ。故二化学工業振興ヲ図ラン
ド欲セハ我国人ノ発明能カヲ発揮セシメ，且ツ之ヲ指導シ応用セシムヘ
キ機関ヲ設 クルヨリ急且ツ重キハナシ。而シテ化学研究所ハ実 二其ノ機
関タルヘキナリ
論者或ハ我邦人ノ発明能カユ疑ヲ挾ムモノアリ。今仮二発明特許件数ヲ
以テ此ノ能カヲ測ル尺度トセソカ最近我国二於テハ人口十万土対シ特許
件数毎年四。五，実用新案登録件数ヲ合スルモ一一。八二過キス。而シ
テ英国ノ特許率三十六，米国ノ特許率三五L 六，独逸ノ実用新案ヲ合セ
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テ七－。七ナルニ比スレハ遥二低キパ事実ナリ。然レトモ是ヲ以テ直二
我邦人 ノ発明能カノ素質貧弱ナリト断定メルヲ得ス。何トナレハ発明能
カハ科学教育ノ発達普及二随伴シ，研究機関ノ備ハルニ依リテ上昇スル
モノニシテ，我邦ノ既往二発明数ノ多カラサリシハ固ヨリ其 ノ所ナリ。
況ヤ我邦古来ノ教育ハ独創カヲ抑圧セルモノニシテ因習風ヲ為シ今尚ホ
其ノ弊ヲ受 ケツヽアルオヤ。由来我邦人ハ模倣二巧ナリト称セラルルモ，
模倣ハ発明ノ前提タル場合少シトセス。之ヲ米国ノ既往二徴シ独逸ノ発
達二鑑j ルニ彼等モ亦曽テ模倣ノ時代ヲ経テ今日ノ独創的発明ノ域二進
メルナリ。模倣二敏ナル我邦人豊独創的発明能カノ素質乏シキコトヲ憂
ンヤ。唯之ヲ奨励助長スル機関備ハラサルカ為二現レサル ノミ。又我力
理学教育ハ今日尚ホ未夕発達七リト云フヘカラサレ トモ，而モ最近ノ調
査二拠レハ専門学校已上ノ課程ヲ履メル有為ノ化学 者現二三千三百余人
アリ。即チ発明二必要ナル素養ヲ有スルモノ必スシモ斟カラサルヘシ。
唯彼等ヲシテ其ノ機会ヲ得シメサルカ為 二其ノ能カ ヲ発揮スルモノ多力
ラサルノミ
現今戦争力全 ク組織的4 行ハレテ復陣ヲ陥レ将ヲ斬ル一騎駈ノ戦功ヲ重
セサル如ク，研究発明ノ事業二於テモ一人ノカヲ以テ奇功ヲ建テ得ル範
囲ハ漸ク縮小スルニ至レリ。蓋シ大発明ノ根本タル巧思妙案ハ特殊ノ天
才二発スト雖干而モ幾多ノ階段ヲ有スル発展ニョリテ始メテ之ヲ具体化
シテ実用的発明ト成シ得ヘキモノニシテ，絶倫ノ英才モ数十年ノ努カユ
ヨリテ尚ホ実現シ難平所モ衆能ヲ協合シ各階段 ／発展ヲ分担セタムレハ
短時日ニシテ功ヲ成シ得ヘキナリ。現二欧米二於ケルエ業界ノ著大ナル
発明力多 ク大会社ニヨリテ成サルルハ此等ノ会社力各完備セル研究所ヲ
設ケ数多ノ学者技師ヲ置キ協カンテ発明二従事セシ ムル結果ニシテ，発
明ハ最早天来ノ奇想ヲ待ツ偶然ノ出来事ニアラスシテ予 メ目的 ヲ定メ大
規模ヲ以テ組織的二遂行セラルヘキ一種ノ事業トナレリ
我邦二於テ発達ノ最モ後レタル而モ単純ナル模倣こヨリテ移植シ難キ化
学工業ヲ振興セント欲セハ，必スヤ化学研究所ヲ創設シテ大二研究ノ道
ヲ開午発明ノ範ヲ示ササルヘカラス。而シテ之ヲ構成スヘキ有カノ学者
技術者ヲ得ルノ必スジモ難カラサルヘキコトハ既二述ヘタルカ如シ。其
ノ規模愈大ニシテ設備愈充実セハ其ノ効果愈大ナルヘシト雖モ，予算書
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ニ・・国庫ノ負担ヲ顧ミテ有効ナル研究所トシテ成立ジ得ヘキ最小ノ限度
ヲ示セリ。即チ設立費ト・シテ四十五万円，経常費トシテ年々十六万円ヲ
要スヘキナリ
化学研究所ハ主トシテ諸般ノ学術的研究ヲ為スヘシ。是レ研究ハ応用ノ
前駈ニシテ，之二依ルニ非サレハエ業上確実ナル成果ヲ期スヘカラサレ
ハナリ。而シテ発明ハ研究ノ結果トシテ自然二成就七ラルヘキナリ。研
究ノ業績ハ之ヲ公ニシテ以テエ業界及学界ヲ益スヘク，完成セル発明ハ
之ヲ企業者二伝ヘテ其ノ実施ヲ図ラシムヘシ。而シテ発明ノ事二当レル
所員ハ其ノ研究二際シテ集メ得タル豊富ノ経験ヲ以テ其ノ実行ヲ指導ス
ヘキカ故ニ，化学工業二最モ必要ナル経験ハ是ニヨリテ伝播セラルヘキ
ナジ。化学研究所ハ或ハ題目ヲ定メ賞ヲ懸ケテ発明的考案ヲ募リ，或ハ
有望ナル創業ヲ懐ケル者ノ来リテ研究二従事スルヲ許スヘシ。是レ皆発
明ヲ指導シ奨励スル所以ナリ, 化学研究所ハ又時々人ヲ派シテ東洋南洋
等二於ケル富源ヲ調査スヘク且ツ世界ノ市場二於ケル需給融通ノ状態ヲ
調査スヘシ。是レ研究発明ノ目的ヲ定ムルニ必要ナルノミナラス，我邦
化学工業ノ指導者タルヘキ自然ノ職分ヲ全フスルニ必要ナレハナリ。イヒ
学研究所ハ又其ノ事業ノ必然ノ成果トシテ幾多ノ傑出セル研究者発明者
及熟練セル技術者デ出スヘク，人材ノ養成二於テモ亦貢献スル所少カラ
サルヘキナリ
之ヲ独逸ノ例二徴スルニ其ノ諸大学及高等工業学校ハ皆研究ヲ盛ニシテ
エ業二貢献スル アリ。又幾多ノエ業試験所アルニ拘ラス更二二千五百
万「マルク」ノ巨資ヲ投シテ「カイゼル・ウヰルヘルム」研究所ヲ起シ。
其ノニ個ノ化学研究部ノ如キ規模頗ル大ナルモノニシテ，其ノエ業ノ根
底ヲ培養スル如何二深キカヲ察スヘク，而シテ期年ナラスシテ「アムモ
ニヤ」合成法ノ大発m ノ完成セラレタルコトニ依V, 其ノ効果ノ如何二
速三シテ且ツ大ナルカヲ知ルヘキナリ
我カ大学及工業学校二於テモ化学ノ研究ナキニアラスト雖，緒余ノ業ニ
シテ固ヨリ多キヲ期スヘカラス。又工業試験所アジト雖原料及製品ノ試
験並二既成工業ノ移入助長ヲ目的トセルモノニシテ，創始的研究及発明
ノ事ヲ以テ之二望ムヘキュアラス。故二我力化学工業ヲ振起セント欲セ
八，之力原動カタル化学研究所ノ創設ヲ措テ他二策ナキヲ信ス
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化学研究所ノ組織及事業要項
本所ハ最新ノ学理二基ケル独創的化学研究二依リエ業的発明ヲ助成セソ
メ，又研究及発明ヲ奨励シ以テ本邦化学工業 ノ確実ナル発達ヲ図ルヲ目
的トスルモノニシテ，此ノ目的二関聯シテ必要ナル他ノ事項モ亦素a リ
其ノ事業 ノー部分タルヘシ。今本所ノ組織及事業 ノ要項ヲ挙クレハ左ノ
如シ
一，本所二所長一人，技師若干人，技手若千人及事務員若干人ヲ置夕
所長ハ所務ヲ統理シ，技師ハ研究ヲ担任シ，技手ハ研究ノ介助ヲ為シ。
事務員ハ庶務及会計二従事ス
一，本所二左ノ二部ヲ設置シ，各部二部長一人ヲ置ク
バ
有機及生物化学部
部長ハ技師ヲ以テ之二補シ，部内ノ研究ヲ監督ス
一，本所ハ研究及発明二附帯スル左 ノ事業ヲ兼ネ行フ
一，研究ノ結果二付工業的試験ヲ行フコト
ー，工業的適当ナル材料ヲ求ムル為調査員ヲ内国各地二旅行セシメ又
ハ海外二派遣スルコト
一，工業又ハ化学研究機関視察ノ為，所員ヲ海外 二派遣スルコト
一，研究及発明ノ結果ヲ世二公ニスル為出版物ヲ刊行スルコト
一ご本所八本所ノ目的二適合セル研究二対シ研究費 ノ補助ヲ為ス
一，本所ハ特種ノ間題ヲ設ケ発明的考案ヲ募集ス
募集二応～又ハ随時発明的考案ヲ提出セル者アルトキハ審査ノ上之ヲ
採用スルコトアルヘシ
採用シタル考案ハ相当ノ報償ヲ以テ之ヲ買収シ，本所二於テ其ノ実地
研究ヲ為ス
一，本所二於テ為y タル研究及本所ヨリ研究費 ノ補助ヲ受ケテ為シタル
研究ノ結果二依レルエ業発明権八本所之ヲ保留ス
一，企業者又ハ其ノ他ノ者ニシテ事ノ成否二拘ラス研究費ノ全部ヲ負担じ
シ，特殊ノ問題ヲ設ケテ其ノ研究ヲ依頼スルトキ八本所之二応スルコ
トアルヘシ
此ノ場合二於テハ研究ノ結果二依レル発明権ハ依頼者二帰属ス
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－，特殊ノ考案ヲ持y ，研究費ノ全部ヲ自弁シ，自身本所二来リテ研究
二従事セソコトヲ願出ル者アルトキハ，之ヲ許可スルコトアルヘシ
此ノ場合 二於テハ研究ノ結果 二依レル発明権ハ当該研究者二帰属ス
化学研究所予算概算書
一，設 立 費 四五〇,000 円
建 築 費 二〇〇,000 円
／ ニケ年継続費トシテ一ヶ年 －○0,000 円宛，地下室共総三
階建四百坪，鉄筋コンクリート造√一坪五〇〇円ノ見積
設 備 費 二lO0,000 円
暖房，水道，瓦斯，電灯 三五,000 円
蓄電池，ダイナモ，配電板，配線 一五,000
高温，低温，高圧，低圧設備 一五,000
電気化学，熱化学，光化学，其他物理化学器械 三五,000
顕微鏡，天秤，普通化学器械 二五,000
化学薬品，標本類 二〇,000
図書雑誌類 二〇,000
実験台，戸棚，通風室 二五,000
窓捗ト，敷物，机，椅于 五,uuu
職工場器械器具類 五,000
工 場 建 設 費 ／ 五〇,000 円
一，経レ 常 費 一六〇,000 円
俸 給，雑 給 七〇,000 円
所 長 一人 五,000 円
部 し
技 師 二十人，一人平均 二,000 四〇,000
技 手 十五人，一人平均 八〇〇 一二,000
事務員 二人，一人平均 －,二五〇 二,五〇〇
同 四人，一人平均 六二五 二,五〇〇
雑 給 六,000
事 業 費 九〇,000 円
器械，器具 三〇,000 円
薬品，材料
図書，雑誌
印刷，製本
通信費
消耗品
雑 品
修繕費
火災保険料
材料調査及海外視察費
工業試験費
考案買収費
研究補助費
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一 五,000
－,000
三,000
五 〇 〇
八,000
－,000
－,000
五〇 〇
一 二,000
一 二,000
三,000
三,000
備 考9
右予算概算八本所 ノ事業ヲ有 効二経営スルニ要スル最少額ヲ示セルモ ／
ナリ。但シエ業的試験ハ既設 ノエ業試験所二託シテ之ヲ行フコトトセハ，
設立費中ノエ場建設費 五〇,000 円及経常費中工業試験費 ノ一部ヲ減又
ヘシ
ー－－ ■a・ =- ふ・・aa---- ・－，本所
ハ特別会計法二依り資金ヲ有スルヲ得ルコトトシ，一面二於テハ民
間 ノ寄附金ヲ勧誘・>'，又一面二於テ八本所二於テ為シタル研究ノ結果二依
レル発明権ヨリ生スル利益金ヲ積立テ，以テ資金 ノ増殖ヲ謀V ，其ノ利子
ヲ以テ事業 ノ拡張ヲ計画スヘシ
この建議は，化学研究所設置のために政府は関係各省庁から委員を選任し，
民間の実業家をくわえて，官民合同の委員会を設け，実行に着手鶯よという
のである。添付された理由書はこの化学研究所設置が提唱されて以来論議さ
れてきた設置理由を詳述し，一般の理解を得やすい内容とし ていた。そして
化学研究所の組織・事業要項では具体的に内容を提示し，その冒頭において
何所の目的を「最新ノ学理二基ケル独創的化学的研究土依リ，工業的発明ヲ
助成セシメ，又研究及発明ヲ奨励シ，以テ本邦化学工業 ノ確実ナル発達ヲ図
ルコト」としていたことは，当時の化学界を支配し ていた科学至上主義の思レ
想を端的に表現したものといってよかろ ‰ 言葉をか之れば，科学者・技術
者は戦時科学技術動員によって，国宗による科学の体制化が着実に進行して
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いくなかで，自らの活動をいっそう確実に保証する整備された研究施設の設
置がきわめて妥当性をもつことを訴えていたのである。∧
4. 理化学研究所の設立
化学工業調査会第2 回会議は第2 日目の大正4 年3 月3 日「イヒ学研究所ノ
設立及其ノ組織二関スル建議案」の審議を終え，その可決した建議を同年3
月7 日付で農商務大臣河野広中あてに提出している。ところが，建議を提出
す る前日，つまり。第2 回会議の最終日である伺年3 月6 日に化学工業調査会
委 員は越中島にあった工業試験所を参観したさい，改めて化学研究所の件が45)
話題になったのである。
第2 回会議で化学研究所設置の建議案を審議した3 月3 日，農商務省商工46
）
局長岡実は議論が一段落したとき，つぎのような問題の提起を行っていた。
本建議ノゝ・・・・・国家ヨリ見レバ化学 ノミナラズ，理学モ必要ナリ。故二此
ノ範囲ヲ独逸，英国ノ如 ク理学ヲモ含ムモノニシ，一般二知識ノ淵源タ
ル学理的理化学研究所ヲ造V, 之レヲ御即位ノ紀念事業トナサソコトヲ
政府二建議シテハ如何
そのとき，中沢岩太が岡局長の発言のように「一大研究所トシテ各種ノコ
トヲヤリタキモ，此ノ会ハ化学工業調査会ナルモ以テ，化学ニツヤテノミ論47
）
セソ」と発言した以上には，この問題は議論されなかった。七か乱 直ぐに
建議案の採択に移って，それが可決され，審議を終えていた。
工業試験所参観のさい，岡実の発言を誰が採りあげることを提案したかは
詳らかではないものの，その問題提起のもつ重要性が各委員によって理解さ
れたのは，きわめて自然なことであったといえよう/。
この間の事情は「委員中議ヲ為ス者アリ, 曰夕『化学研究所ノ設立ハ固耳
り巨下ノ急務二属スト雖モ，独り化学ノ研究二止ムルハ其範囲狭キェ失スル
ノ憾アリ, 我国産業ノ発達ヲ図ル為ニハ，物理学及化学ノ両方面に亘ル研究
所 ノ設クヲ必要トス，宣シク官民合同シテ理化学研究所ヲ設立スヘシ』ト。48
）
此議ハ各委員ノ賛同スル所トナi;..…・」と，いわれている。うまり，かつて
の国民科学研究所一化学研究所の運動を推進した人たちは，この化学工業調
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査会に依って挫折した運動を「イヒ学研究所設置二関スル建議案」を可決・提
出することで再開を図り，さらにこの時を契機にして物理・化学両部門をあ
おせた理化学研究所の設立に向けて，運動の新たなる発展を企てたといえよ
う。
＼運動の新たな展開によって，大正4 年3 月7 日付で農商務大臣に提出する
ことを決めた「イヒ学研究所設立二関スル建議」ぱ，その意義を大きく喪失し
てしまった。しかし，この化学研究所設立運動はもとより，今回の化学工業
調 査会における審議，それに化学研究所設立のための理由書，組織，事業要
項 の作成などの経験が活かされて，理化学研究所の設置運動が展開されてい
ったことはいうまでもない。とくに国家の研究体制の整備において化学研究
所設置に関する審議のさいにみられた議論は貴重なもので，明治期の第3 回
農商工高等会議において示された中央工業試験所を頂点にして工業の枢要地
払支所，各府県郡市に地方工業試験場を設けるという構想を大きく変更させ，
。かわって化学研究所（のちには理化学研究所）を頂点とし た新し く構築すべき
詞家の研究体制を具体的に示唆していたといえる。そし て後に述べるように，
農商務省では新たな専門別試験研究機関の整備に向けて，積極的な展開を試
みはじめている。つまり，化学工業調査会による「化学研究所設立二関スル
建議」は，その主題の化学研究所そのものは消失するけれど，新たな国家の
研 究体制の中枢に位置づけられる理化学研究所の設置とい う国家的プ ロジェ
クトの実現に向かう，いっそう広範な運動へと転化する契機をつくりだして
い る。同時に，各省所管の試験研究機関が整備される刺戟剤になったともい
光 る。 万
理化学研究所設立を日指す運動を具体化するため，化学工業調査委員のなJ
かから長井長義・渡辺渡・高松豊吉・桜井錠二・古在由直の5 名を特別委員49
）
肥挙げ，作業を一任したのである。
選ばれた特別委員は物理学者にも働きかけ，早くも同3 月10 日に東大本部
こ建物に軸いて理化学研究所設立に関する第1 回協議会を開いている。この物
理 学関係者の人選経過は詳らか-r:はないが，そのとき0 出席者は先の化学関
屈 者5 名にくわえ，田中館愛橘，長岡半太郎，柴田畦作，田中不二，末広恭
二，大河内正敏の物理系学者6 名，それに商工局長岡実であった。
同年3 月13 日，同月19 日，同月24 日と連続して協議会を開き，この第4 回
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協議会において理化学研究所設立に関する草案を作成しており，作業はきわ
めて迅速に進められていった。さらにこの草案をもとに学界の大御所山川健
次郎・菊池大麓に経過を報告して諒解を求める一方，国民科学研究所設立問
題以来の関係者渋沢栄一と中野武営にも事情を説明し，運動の連絡・統一を
図っている。同3 月26 日には第4 回協議会で作成した「理化学研究所設立二
関スル草案」を関係者に配布し，それを承けて関係者は再三にわたり会合を
開いて実現に向けて協議を重ねるとともに，大隈重信総理大臣をはじめ政府
関係者に積極的に働きかけた。6 月19 日，大隈は私邸に各省関係者，学者，
実業家を招いて理化学研究所設立に協力するよう訴えるが，このとき参加者
のなかから官・産・学からなる設立委員会を設けて，計画の具体化が図られ
た。同年12月15 日に至り， 設立委員会は基金800 万円（内発起人で500 万円。50)
ニ
政府補助金100万円，御内帑金100万円）を もつ設立計画をまとめた。 翌5 年1
月21 日には設立委員力;連署し，政府に対してっ ぎの（理化学研究所設立二関51)
スル建議」を提出した。
十理 化 学 研 究 所 設 立 二 関 ス ル 建 議
世 界 ノ 文 運 に 貢 献 シ 以 テ 益 々 国 威 ヲ 宣 揚 ス ル ト 共 ニ ， 百 般 工 業 ノ 根 本 ヲ
啓 沃 シ ， 以 テ 愈 々 国 富 ノ 増 進 ヲ 期 セ ソ ニ ハ ， 理 化 学 二 関 ス ル 独 創 的 研 究
ヲ 旺 盛 ナ ラ シ メ サ ル ヘ カ ラ ス 。 而 カ モ 今 次 ノ 欧 洲 戦 乱 ハ ， 今 後 益 益 軍 事
材 料 ノ 独 立 ， 工 業 物 資 ノ 自 給 ヲ 企 画 ス ル ノ 緊 要 ナ ル コ ト ヲ 教 へ 吾 人 ヲ シ
テ 理 化 学 研 究 ノ 必 要 ヲ 愈 々 痛 切 二 覚 知 セ シ メ タ リ。 然 ル ニ 我 国 二 在 リ テ
ハ ， 従 来 此 ノ 種 ノ 研 究 機 関 二 於 テ 闘 ク ル 所 ア ル ヲ 以 テ ， 民 間 有 志 二 於 テ
理 化 学 研 究 所 設 立 ノ 計 画 ア リ 。 然 ル ニ 此 ノ 事 業 タ ル ヤ 少 ナ カ ラ サ ル 資 金
ヲ 要-y ， 民 間 有 志 ノ 醵 金 ノ ミ ヲ 以 テ ハ 到 底 所 期 ノ 目 的 ヲ 達 ス ル コ ト 能 ハ
サ ル カ 故 ニ ， 政 府 ハ 国 家 事 業 ト シ テ 之 ヲ 助 成 シ ， 理 化 学 ノ 研 究 ヲ シ テ 遺
憾 ナ カ ラ シ メ ， 以 テ 国 運 ノ 発 展 ヲ 期 ス ル 為 速 カ ユ 適 当 ノ 措 置 ヲ 採 ラ ム コ
ト ヲ 切 望 ス
右 別 紙 予 算 概 算 書 相 添 へ 謹 テ 及 建 議 侯 也
大 正 五 年 一 月 二 十 一 日
。 一中 。 野 武 営
井 上 準 之 助
内閣総理大臣 伯爵
大 蔵 大 臣
農商 務 大臣
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桜 井: 錠 ニ
長 井 長 義
渡 辺 渡
団 琢 磨
大 倉 喜 八 郎
近 藤 廉 平
安 田 善 三 郎
高 松 豊 吉
渋 沢 栄 －
豊 川 良 平
大隈重信殿
武富時敏殿（各通）
河野広中殿 ト
理化学研究所予算概算書
収 入>
金壱百万円 帝室御下賜金（仮定）
一ヶ年弐拾万円宛五ヶ年間，全額ヲ基金二充ツ
ー，金弐百万円 政府補助金
‥
第一年乃至第五年弐拾五万円宛，第六年・第七年弐拾万円宛，第八
年・第九年拾五万円宛，第十年五万円，基金及経常費二充ツ>
金五百万円 民間有志醵金
第一年二百四拾五万円，第二年乃至第五年五拾万円宛，第六年乃至
第十年拾壱万円宛，内五拾万円ヲ建築費ニ，五拾万円ヲ設備費二充
テ，残四百万円ヲ基金二充ツ 十
一，金弐百参拾四万円五千弐百七拾参円 基金利子
一，金拾万円 諸収入 丿
研究料，研究ノ成績二依レル収入等
合計 金壱千四拾四万五千弐百七拾参円
支 出
－，金五拾万円 建築費 ＞ ：
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¬，金五拾万円 設備費>
金百八拾四万円 経常費
－，金九万円 臨時費
合計 金弐百九拾参万円
差引残金七百五拾壱万五千弐百七拾参円
右十ヶ年後二於ケル基金(
備考・別表 略)
すなわち，「国威ヲ宣揚スルト共ニ，百般工業ノ根本ヲ啓沃シ，以テ愈々
同富ノ増進ヲ期セソニハ，理化学二関スル独創的研究ヲ旺盛ナラシメサスヘ
カラス」と，科学の国家・産業との一体化を明快にまず指摘して，これを覚
知させたのが大戦にともなう「軍事材料ノ独立，工業物資ノ自給」という科
学技術動員であったとする。そし て，この中枢に位置す る理化学研究所の
設置を「政府ハ国宗事業トシテ之ヲ助成」せよというのである。
大戦前の大正3 年3 月帝国議会に対し て提出し た請願では，「適当ノ化学
研究所ヲ設置-y，・・・・大二独創的発明ヲ奨励スルヲ必要トス。然ラサレハ…
…工業ノ発達ブ望ムヘカラス。随テ国富ノ発展所期シ難キモノアリ」と, き
わめて穏やかに，しかも国費あるいは補助金の交付に,よる助成を懇願してい52
）
だ。大戦による科学・技術の体制化が一段と進んだことが，今回の建議には
明確に反映されているのである。 ／
以上のような経過ののち，第37［白帝国議会では理化学研究所補助法案が上
呈・可決され，大正5 年3 月に同法は公布された。同年7 月には理化学研究
所設立発起人会が発足し，寄附を開始し，翌6 年3 月20日に理化学研究所は53
）
設立認可をうけ，ここに発足したのである。
高峰譲吉が大正2 年4 月に大規模な科学研究所の設立を提唱してから4 年,
目にして理化学研究所は実現したわけであるが，この過程で化学工業調査会
の演じた役割は大きくいって二つに分けられよう。その一つは，大戦の勃発
によって行き詰っていた国民科学研究所一化学研究所設立運動を「イヒ学研究
所設立二関スル建議」を採択・提出することによって,再開させたことである。
もう一つは，この化学研究所設立を具体化するための審議において，その
研究対象を化学に物理学をくわえた理学にまで拡大し，理化学研究所とする
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こ と で， い っ そ う広 範 囲 な 官 ・産 ・学 の協 同 体 制 を つ く りあ げ ， そ の設 立 を
揖 家 的 プ ロ ジ ェ ク トに ま で 高 め る契 機を あ た え た こ と で あ る。 ト
こ の よ うな化 学 工 業 調 査 会 の役 割 の うち ， 前 者 は委 員 で あ る 大 学 教 授や 官
庁 技 師 に よ っ て 推 進 さ れ た のに 対 し ， 後 者 が 官 僚 であ る 商 工 局 長 岡 実 の 提案
で あ・つた ば か り か， 設 立 基 金 とし て も民 間 寄 附 金 と政 府 補 助 金 に 内 帑 金 を上y
積 み す る こ と ま で示 唆 し て い た こ とは ， 大 い に 注 目し て よ い。 し か も， 岡実
拉 研 究所 の性 格 ， と くに 大 学 教 授 の兼 務 や 人 材 な ど を 含 め て ， 慎 重 な配 慮 を
行 っ てお り， か れ の貢 献 を 抜 きに し て は， 理 化 学 研 究 所 設 立 運 動 は 具 体的 な
展 開 が不 可 能 で あ っ た の で は な か ろ うか 。
そ し て， 大 戦 前 に はじ ま った 国 民 科 学 研 究 所 一 化 学 研 究 所 設 立 の運 動 は，
大 戦 を 経 験 し て 理 化 学 研 究 所 の 設 立 運 動 へ と転 換 し て い くが ， と の 間 に お け
る 国 家 ・産 業 ・科 学 の一 体 化 が 科 学 技 術 動 員 を 通 し て 国 際 的 ・国 内的 に も著
し く進捗 し て お り， こ の 情 況 は そ れ ぞ れ の 時 期 の帝 国 議 会 へ の 請 願 あ る い は
首 相 等関 係 大 臣 に対 す る建 議 に も っ と も典 型 的 な か た ち で 表 現 さ れ て い る。
そ の 転 換 を 画 し た の が 化 学 工 業 調 査 会 第2 回 会 議 の 「イヒ学 研 究 所 設 立 二関 ス
ル 建 議」 の 付 属 の理 由 書 であ っ た と い っ て よい・。
■ ■ ■
5. 大阪工業試験所と陶磁器試験所 十 犬 犬
化学工業調査会の活動として，多くの著作が看過しているのが大阪工業試
丿験所および京都の陶磁器試験所の設立に関する事項である。これらの事項は，
大正6 年6 月6 日～同月8 日に開催された第4 回会議の最終日に審議されて54)
ニ
い るa 契機をつくったのは平賀義美の提出した建議案で。その文案はっぎの55
）
よ うであった。
農商務省工業試験所ノ第二期拡張ヲ至急二進行七シムルト同時ニ，大阪
府立工業試験所及京都市立陶磁器試験所ノ両所ヲ農商務省所管二移メノ
件 っ
建議案の対象となっている工業試験所の第2 期拡張案は，第2 回会議の第3
日目（大正4 年3 月3 日）にその現況と将来計画との関連で報告されていた。
すなわち√高山前所長が大正2 年度に増設計画を立案・提出したが，大正3
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年度・4 年度はともにその予算案が不成立となり√5 年度にようやく実現を
みた。これにつづく工業試験所の第2 期拡張計画は高松豊吉の手で立案中で
56）
あ っ た が ， 建 議 案 は こ の 実 行 を 求 め る も の で あ っ た 。
工業試験所の拡張に対して，府立大阪工業試験場と京都市陶磁器試験場・ひ
農商務省移管，つまり国立移管はそれより以前から，前者は明治43年12月に
生 産 調 査 会 が 提 出 し た 建 議 に よ っ 七, 後 者 は 明 治44 年3 月 の 第27 回 帝 国 議 会
．_．、．_． ． ．．、． ノ57)
衆議院本会議における建議案の可決によって，提案されていた事項である。
この背景としては，工業試験所の・設置を立案したとき，中央，つまり東京に
国立工業試験所を置くとともに，大阪・京都・名古屋など全国の工業的枢要
の地に支所を置くことを構想し，詐3 回農商工高等会議にその諮同案が上程:
され，可決されていたために，当時の工業の枢要地では国立工業試験機関の
設置をその地域の工業振興策とも関連させて期待していたといってよい。
なかでも大阪は東京に並ぶ工業都市で，しかも西日本の工業の中心として。
府立大阪工業試験場は西日本を対象として事業を展開していた。このような
情況が，生産調査会で明治43年12月に「全国主要工業地二工業試験場ヲ設置
スルニ付燈議案」の可決・提出を行わせたといえよう。すなわち，産業革命
を一段落させ，さらに工業の発達を図るためには全国の主要工業地に国立工
業試験所の設置が望ましいとしながら乱 すべての主要工業地に設けること
は困難なりで，先ずもって大阪に設置するよう，建議では希望してい巡。
ニ京都市陶磁器試験場は最も早く設立された地方工業試験場の一つであるば
かりか，当時の重要輸出品である陶磁器を対象とした日本で唯＝の専門試験
機関であった。そのためにご利用者は全国に及んでいたうえ，その事業は工
業試験所の窯業部門と相互補完の関係にあった。第27 回帝国議会 明治s年12
月～姐年3月）衆議院では国立模範製糸所の創設，生糸検査所に試織場り
併 置， 国立鉱業 試験所 の設置 な ど， この京都市 陶磁器 試験 場 の国立 移管 を含
‥ ……… … …… 59 ）めて，数多くの国立試験機関新設の建議案が上呈・可決されている。
明治期末から大正期はじめにかけての国立試験研究機関の新設・拡充要請。
それに先に述べた国民科学研究所一化学研究所設立運動の開始に示される風
潮は，形成をみた産業国家のいっそうの発展策として，国家としての試験研
究体制の整備を求めたものといえる。この情況を反映し て，工業政策担当の
農商務省でも試験研究機関の新増設に関しては積極的な姿勢をとっていた。
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す な わち， 明治豺年12 月に生 産調査会 が 作成し た「工 務 局 ノ事務及 其 ノ方 針」
に よ る と，「工業 試験所 ノ拡張 」に関し ては 「 自己 ノエ 場 ニ テ新 規ナル試験
研 究 ヲ為 スヲ得 サルエ 業主 二製作上 ノ試 験成 績又 ハ模範 技 術 ヲ示 ス ノ必要 ナ
ル ハ論ナシ。 特 二半手 工業多 今我国 二於 テ ハエ業 試験所 ハ最 モ積極的 二其 ノ
存 在 ノ効果 ヲ示 サ サルヘ カラス」 とし てい た。 そし て「工 業試 験所 ハ各分科
二従 テ之 ヲ独立 セシ ムル ニ非 サン バ， 十分 ノ発 達 ヲ為シ 得 サル モ ノト考ヘ ラ
ル 」 とまで， 断 言し てい る。 差当っ ての 方策 とし て， まず 「絹 業 試験 所 ノ特
設 」 のた めに 明治 「四十六年 度予算 二於 テ三 タヒ 之 ヲ要 求 セン ト ス」 とし て
い た。工 業 試験 所 の分 立が できない とす れば 「少 クモ関 西， 九州， 東 北ご一
般 若 クハ特殊 ノエ 業試 験所 ヲ設置シ， 其 ノ地方 ノ須要 二応 シ， 試験 ヲ行 フヲ
ト 尚 ・60） レ
要 ス」 と まで， 積極的 な姿勢を示し てい た。 十
ところ が， こ の時期には，経 済は低 迷 状態 にあ り， 行 政 改革 が至上課題 で
あ った うえ， ジ ー メンス事件 でみら れる ような政 治的 混 乱 も くわわっ て，生
産 調 査会 に おけ る建議や帝 国議 会におけ る建議 で要 請さ れ ていた試 験研究機
詞 の整備は 見送ら れ ていた。 この事情は また 国民 科学研 究 所 一化学 研究所設
立 運 動に も反 映 され てい る。 化学 工業 調 査会 第2 回 会議 に も影を落し， 化学
研 究所設 置建議 案 の審議 に さいし て商工 局 長岡実 は 農商 務省 の方 針を説 明し ，
「゛現 在政 府 八 行政 組織 ヅ簡単 ニスル ノ主義 ト ナ リ居 リ,■…一頃i商務 省ハエ業 試
験 所 ノ拡張 二付 ティヽ一 定 ノ方針 ヲ持 ツテ居ル。 第一 二中 央 （東京）ヲ 完成 シ
タ リト思 フ。 当 事者 間ニ ハ大阪 二設立 セソト スル 議 論 アル モ，不完 全ナル モ
61）
ノ ヲ ニ 土 ス ル ヨ リ ， 完 全 ノ モ ノ ヲ 一 二 ス ル ト 云 フ 方 針 ナ リ 」 と 述 べ て い る 。
僅 か二・三年のあいだに農商務省は試験研究機関の設置に関する方針を大き,
く変更させていたのである
○
犬ところが，第一次大戦の進行にともない，再び情勢が大きく変化してきて
いたのである。すでに述べたようにこの化学工業調査会第2 回会議は化学研
究所設立の建議案を可決し，さらに理化学研究所設立運動へと発展させる契
機をつくっていた。各省庁も試験研究機関の整備を積極的に開始した。農商
務 省に関し ていえば，この大正5 年度予算案では長期にわたって懸案であっ
允工業試験所の拡張計画が認められたし，追加予算とし て理化学研究所設立
忙対する国庫補助金の予算案も議会で協賛され，理化学研究所は大正6 年3
月に発足した。このようにして試験研究機関の拡充・新設がようやくはじ ま
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表5 試験研究機関建設費
名 称
理化学研究所
絹業試験所
生糸検査所庁舎改築費
大阪工業試験所
臨時窒素研究所
陶磁器試験所
東京工業試験所移転費
燃料研究所
年 度
一
大正5 年度
?????
1,090,000 円96,32064,455112,835700,000231,520
備 考
予算概算書の建築・設備・臨
時費の合計
生糸検査所試織部設置費
350,000 事業拡張費268,525
1,200,000
1,000,000
8・9 年度各60 万円9
年度25 万円,10 ・11 年度合
計75 万 円
出典。理化学研究所は『理化学研究所設立二関スル建議』より作成。
農商務省所管試験研究機関は各年度の『農商務省所管予定経費要求書』より作成。
つた 。 翌6 年 度 に な る と， 生 糸 検 査 所 の 庁 舎 新 築 や 生 糸 検 査 所 に 試 織 部 設 置
‥
＿62) ニ
などの懸案事項も実現をみている。
大正7 年4 月に発足した絹業試験所は，生産調査会が明治43年12月に提出
した「外国貿易助長ノ方法及施設こ関スル答中書」のなかで，羽二重の品質
改善策の一環として設置を求めており，これを承けて第27回帝国議会におけ
る生糸検査所に試織場を併置する建議案が可決されており，農商務省でも早
期に設置を計画していた。大正6 年11月経済調査会が提出した答申「戦時二
発達シ又ハ新二興起シタルエ業ヲ戦後二於テ維持継続セシムル方法」のうち
の「繊維工業二関スル決議」において乱 絹織物試織所の設置を求めていた。
農商務省では，これより先の大正6 年7 月に生糸検査所に試織部を設け，そ63
）
れを分離・独立させて絹業試験所としたの七ある。 ニ
大正6 年2 月に農商務省に設けられた臨時産業調査局では，戦後政策のた
めの調査・立案を進めていたが，早くも同年4 月忙臨時産業調査局総裁名で
もって農商務大臣あてに「陸海軍当局ノ意見夕参酌シ慎重調査ノ結果，之力
対応策トシテ東京二臨時窒素研究所設置ノ必要ヲ認メ，詳細ナ計画ヲ樹テ」
送付していた。この上中を受理した農商務省では，その「研究計画ハ最モ適
‥切ナルモノト認メ」，大正7 年度予算案に必要経費を計上するための作業を
64 ）
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進めていた。
以上のように情況のもとで開催された化学工業調査会第4 回会議において。
平賀の提出した建議案はいずれも生産調査会あるいは帝国議会の建議となっ
ていた事項の再確認とその実現を求めるものであった。異論はなかった。趣
旨を 劈確にす るた め に文 言を修 正し ，65
）
た。
つぎのような建議案として，可決され
化学工業促進こ関スル建議
化学工業促進ヲ計ル為，左記事項決行相成度，本会ノ決議二依り建議侯
也
大正六年六月八日
化学工業調査会
農商務大臣仲小路 廉殿
十 記0
農商務省工業試験所ノ第二期拡張ヲ至急二進行スルコト
○ 大阪府立工業試験所及京都市立陶磁器試験所ノ両所ヲ農商務省所管
二移スコト 犬
大正7 年度予算案の編成において，大阪工業試験所の設置が採りあげられ
た。大阪府の意見を聴取しながら嘩備が進められ，大正6 年10月一杯にほぽ
作業は終了している。作成された「大阪工業試験所経費予算要求説明参考書
（大正六年十一月五 日）」 の な か に あ る 「大 阪 工 業 試 験 所 新 設 二就 テ 」 は ， そ__.
‥_ ‥ ＿66 ）め設置の意味や計画などをつぎのように述べている。
大阪工業試験所新設二就テ 〉
戦後二処スル我産業界ノ準備ハ，商工業二関スノレ施設ヲ為スヲ以テ最モ
急務ナリトス。就中時局ノ影響ヲ受ケ増大セル海外販路ヲ維持シ，益其
ノ振興ヲ図ル為，各種工業，特ニイヒ学工業二対シ其 ノ品質ノ改良及技術
ノ進歩7 促スヘキ指導機関ヲ整備スルコトヲ緊要トス。然ル土現在ヲ工
業試験所ノミニテハ規模小ニシテ，未タ以テ我重要工業全部二亘リテ補
導機関タルコト能ハス。加之時局後阪神地方ヲ中心トセル地域二於ケル
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工業 ノ勃興ハ東京二比シ著シキモノアリテ，現在ノ大阪府立工業試験場
ノ規模ヲ以テシテハ，到底当業者ノ依頼事項ヲ処理シ能ハサルノミナラ
ス，指導ノ上二於テ遺憾ノ点頗ル多キヲ以テ，大阪二工業試験所プ新設
シテ時代ノ要求二伴フ化学工業ノ補導機関ヲ整備シ，以テ戦後産業ノ発
達 二資セムトスルモノニシテ, 之力計画大要左ノ如シノ
一，位 置 ∧
大阪ノ地タルレ 時局以前二於テ既二本邦工業ノ中心地タリ。時局展開
後二到リテハ種々ノ刺戟ヲ受ケ諸般ノエ業企画セラI/, 之力基礎タル
ヘキ化学工業亦勃興ノ機運。ニ向ヘリ。而シ其ノ発達ノ趨勢ハ東京方面
二比シ殊二著シ ク,:将来大阪兵庫二沿フ海岸線一帯ノ地八本邦二於ケ
ル重要工業地タルヘキ状勢こ在リテ，現在大阪府立工業試験場ノ規模
ヲ以テシテハ到底当業者依頼事項ヲ処理シ能ハサルノミナラス，諮問
二対スル指導ノ如キハ頗ル遺憾 ノ点多シ。府立工業試験場 ノ拡張ハ多
年ノ問題ニシテ今ヤ焦眉ノ急二迫レルモ，之二必要ナル多大ノ経費パ
地方庁ノ堪フル所ニアラス。近ク化学工業調査会 二於テモ大阪工業試
験所新設ヲ決議セルカ如キハ，既二朝野共二其ノ必要ヲ認メタルニ外
ナラス。最近工業試験所（東京）及府立工業試験場（大阪）ニ於ケル
依頼件数ヲ比スレハ大阪府立工業試験所ハエ業試験所ヨリモ多クレ 尚
実地二当業者ヲ指導スヘキ事項二就テハ関西地方ハ関東地方二比シー
層多大ナリ
斯クノ如ク，大阪ハエ業上重要ナル位匠ヲ占ムルヲ以テ，之二工業試
験所ヲ設立スルハ方今ノ急務ナリ レ
ニ，東西工業試験所 ノ関係 ト
大阪工業試験所ハ専ラ重要貿易品二付実地当面 ノ問題ヲ先ニシテ，技
術上及経済上ノ研究試験ヲナシ，現物二就キ積極的 二当業者ヲ指導啓
発スルヲ目的トス。而タテ其ノ研究試験項目ハ（参照第三号）ニ記ス
ルカ如ク，東京工業試験所ノ試験項目ト重複スルコトヲ避ケ，両々相
侯テエ業ノ発達二資セムトス
三，大阪府工業試験場ノ移管 十/
大阪こ==・工業試験所ヲ設立スルニ際シ，大阪府工業試験場（其 ノ規模ハ
参照第四号ニ。示スカ如シ）ヲ移シテ大阪工業試験所ノー部トナシ√－
般ノ依頼に係ル分析，試験，鑑定，
四，大阪工業試験所ノ規模
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検 定 二 関 スル 業 務 ヲ行 フ
二 分析部（現在大阪府工業試験場）ヲ別 トシ，敷地約一万坪ヲ必要トシ，
第一期二於テハ建坪二千二百九十坪ヲ要ス
五，大阪工業試験所 ノ職員及経費 ト
本所 ノ職員ハ（初年度） 次年度 十 ト
所 長 一人 一人（所長ハ技師ヲ以テ之二充ツ）
技 師 一一人（内一人勅任）二〇人（内一人勅任）
技 手 一四人 三〇人
書 記 五人 六人
ニシテ，其ノ業務担任事項ハ別紙参照第五号二示スカ如シ
本所経費・ヽ ，初年度二於テ臨時費七拾万円（内土地購入費二拾万円ヲ
ニ 含ム）， 経常費八万五百七拾弐円， 計七拾八万五百七拾弐円ヲ要シ，
次年度二於テ経常費約十九万九千九百十八円ヲ要スル見込ニシテ，其
ノ内訳大体左 ノ如シ
一，俸 給 六四，一〇〇円 上
（-r-r）
一，事業費 一三五,八一三円
（参照第一号～第六号 略）
つまり，大阪に工業試験所を設置し，東京・大阪両工業試験所は相互補完
の関係で試験研究，分析などの業務，業界指導などを担当する体制を創出し
ようというのである。同時に，東京・大阪両工業試験所は化学工業を対象と
した専門試験研究機関である二とが明確にされていた。
この案をもとにして大正7 年度の予算案が作成され， 第40印帝国議会（大
正6 年12月25日召集,7 年3 月260 閉会）で協賛を得た。 この議会にはまた，先
に触れた絹業試験所および臨時窒素研究所の設立予算案も上呈され，ともに67
）
協賛されている。そして，これら3 試験研究機関は大正7 年4～5月に相つい
で官制公布をみた。
陶磁器試験所の設立経費は，翌大正8 年度予算案において請求されること
になった。その設立理由や計画などを，官制公布のための閣議提出資料から68
）
みると，つぎのようである6
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陶磁器試験所設置二就テ
陶磁器ハ我邦ノ固有工業タルノミナラス輸出化学品中第二位ヲ占メ，－
年ノ輸出額八千数百万円二上V, 尚将来発展スヘキ余地多シ。殊二本品
ハ其ノ原料ヲ価格低廉ナル土石二採リ，成形二彩画二多数ノエ人ヲ要ス
ルモノナレハ，此種工業ノ発展ハ国家経済上二必要ナルコト論ヲ僕タサ
ル所ナリ。而シテ之力改良発達ハ科学的トエ芸的トノニ方面ヨリスルヲ
要ス。其ノ科学的研究二就テハエ業試験所二於テ研鑑スル所アリ。既二
成果ノ見ルヘキギノ少シトセス。然レトモエ芸的研究二就テハ未タ国家
力之二関シ施設スル所ナジ。之レ此ノ際国立陶磁器試験所ノ設立ヲ画策
スル所以ナリ
（イ） 位置ノ撰定
然り而シテ其ノ位置ヲ京都市二撰定セシ理由ハ同市ハエ芸的陶磁器ノ
製造二於テ本邦第一ノ枢要地ニシテ，斯業ヨリスル現任帝室技芸員ハ
何レモ同地二在住シ，其ノ他名工最モ多ク，其ノ製品ノ如キモ品質上
ヨリセハ磁器ニ，半磁器ニ，陶器土, 妬器ニJ 土器ニ，装飾上ヨリセ
ハ上絵付品ニ，下絵付品ニ，色粕品ニ，色素地品ニ，彫刻品ニ, 其ノ
品種ヲ網羅包容スルノ多キ，他地方二求ムヘカラサルノミナラス，生
産額ノ如キモ我邦ノ第三位ニブリテ百数十万円二上リ，之二加フルニ
本邦陶磁器製産地タル尾張，美濃，肥前，加賀，伊予，但馬，淡路等
ハ地理上二於テモ，実・ニ同市ハ其ノ中心地タルヲ以テナリ
㈲ 工業試験所トノ関係
工業試験所ニテハ科学的研究二重キヲ置キ，主トシテ化学用，電気用，
工業用及衛生用ノ陶磁器ノ研究試験ヲ為シ，京都ニテハエ芸的陶磁器
ノ研究二重キヲ置キ，国家ヲ代表シ得ヘキ美術的器物ノ製造及本邦海
外輸出陶磁器中ノ主製品タル飲食器，化粧具，装飾品等ノ品質及意匠
図案ノ研究試験ヲ為メモノナレハ，試験ノ目的方法ハ全ク其ノ趣ヲ異
ニセリ
㈲ 移管ノ理由
京都市二於テ八十数年来市立陶磁器試験場（其ノ規模ハ別紙参照第一
号ニアリ）ノ設アリテ，同市陶磁器ノ改良二努メ，効果ノ見ルヘキモ
ノアリト雖，其ノ経費少キヲ以テ我邦陶磁器ノエ芸的指導機関タルニ
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十分ナラス。依テ政府二於テ之ヲ継承シ，更二其ノ規模ヲ拡張シテ単
二京都市ノミナラス，全国陶磁器業ノ技術的策源地タラシメムトス
倒 規 模
本所ノ敷地ハ約五千坪ニシテ，建坪約一千坪ヲ要ス
而シテ其ノ職員ハ
所長 一人（技師ヲ以テ之二充ツ）
技師 四人 十
技手 八人
書記 三人
ニシテ，之力業務担任事項ヲ示七ハ別紙参照第二号ノ如シ
（参照別紙 略）
すなわち，工芸的陶磁器の試験研究を目的に専門機関として京都に陶磁器
試験所を設け，東京工業試験所における陶磁器の科学的研究と柑僕って，当
該工業の振興を図ろうというのである。この設立予算案は第41回帝国議会で
協賛を得，大正8 年4 月に陶磁器試験所官制は公布された。 ノ
農商務省でぱ，第一次大戦中に以上のほか新規分野の研究機関として燃料
研究所を翌大正9 年8 月に設立している。農商務省外局の臨時産業調査局に
おいて燃料の合理的消費と液体燃料の増産という時局の要請に応じて設立が69)
立案されたことで，臨時窒素研究所と類似の性格をもつものである。
この時期にはまた，鉱工業の発展に伴い石炭鉱山で頻発する災害や鉱業廃
棄物による鉱害などの社会問題に対処するため，試験機関が設けられた。前
者の鉱山変災に関する調査機関にういては，明治42年に明治鉱業の石渡信太
郎がその設置をよびかけ，大正2 年に至って福岡鉱務署は同署建物を一部改
造して安全灯試験機の設置を計画し，他方で筑豊石炭鉱山組合は関係官庁に
鉱山変災調査機関の設置を請願していた。両者の協議で，組合が施設と所要
経費の負担，福岡鉱務署が職員の配置と業務の担当ということで協定が成立
し，大正4 年5 月に福岡鉱務署所管のもとに直方安全灯試験場が発足したひ
である。 ト
これは大正5 年5 月，農商務省の直轄となり，翌6 年3 月に石炭坑爆発予
防調査所と改称し，ついで翌7 年8 月に事務処理および監督の都合で再び福
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伺鉱務署の所管となった。そこでは，安全灯の試験，ドイツのビスマルノク試
験所を模倣した爆発試験坑道における炭塵爆発試験，炭坑用風速計の試験な
ど，石炭坑爆発の原因調査や予防法の試験を実施していった。
鉱害問題に対しては，とくに大きな社会問題となった古河の足尾銅山鉱害
払対処するため，政府が最初に設けた施設が大正9 年8 月発足の鉱山局鉱害
試験室である。これより先，鉱山懇話会 明治^o年発足）は大正4 年10月の総
会で鉱害事但に対処するために金属鉱業研究所の設置を決議し√本所を三菱
会社に置いて物理 づヒ学面の研究を実施し，実験場を足尾銅山構内に翌5 年10
月に完成させ，コットレル電気収塵法による煙塵の除去，鉱塵から亜硫酸
ガスの分離収集，亜硫酸ガスの希釈化などを試験していた。だがレその活動
は短斯間で，大正9 年12月に閉鎖することとした。そのとき，この足尾実験
室の建物は燃料研究所構内に移築され，それの所有する器具・図書なども移
管を受け，鉱山局鉱害試験室は活動をはじめている。予算・人員ともに貧弱
71)
な も の で ， 活 動 は 限 ら れ てIい た 。
お わりに 化学工業調査会と研究体制の整備-
第一次大戦を契機にして国家の試験研究体制は大きく変貌したといってよ
い。産業政策担当の中央官庁である農商務省が所管する工業分野を中心に。72
）
こ の推移を眺めてみよう。 ニ
大戦前に農商務省が所管した工業関係の試験研究機関は内局所属の地質調
査所と中央度量衡器検定所，それに独立官制をもつ工業試験所・生糸検査所・
花征検査所の合計5 機関であった。しかも地質調査所や中央度量器衡検定所
も工業に関する試験研究は副次的で，とくに中央度量衡器検定所は検定業務
のみといってよい程であった。生糸・花荒両検査所は輸出品検査が主たる業
デ務でレ モれに関連して試験や技術の指導を行っていたに過ぎない。そのため，
工業に関する試験を主たる業務としていたのは，工業試験所1 機関に過ぎな
い。その工業試験所は化学工業を主たる対象に，しかも伝統工業の近代化を
重要な課題にしている。
他省庁についてみると，試験研究を主たる業務としているのは大蔵省所管
の醸造試験所のみである。これは当初農商務省で設置が計画されながら，酒
造が重要な税源であることから大蔵省に移管されたもので。いわば税源培養
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の機関 で もあ る。 残 る電気 試 験所や 鉄道 試験所 をはじ め， 造幣 局 ・印刷局の・
試験研究 機 関は，現業 官庁 の業 務用試 験機 関 であ るとい って よい。し かも，
農 商務省所 管 の試 験機関 の多 くは もと より醸 造試 験所 が 伝統産業 ないし輸出
産業の技 術の近代化 を課題 にし ていた のに対し ， 電気試 験所 ・鉄道試験所な
どは移植技 術 ないし 近代的 大工業 の技 術を対 象 にし た 試 験機関 であ った。
明治期 末におけ るこ れら 国立試 験 研究機 関は， そ の数 が限 ら れていた うえ。・
予算・人員 の両面 からみ ても規 模は小 さ く， 試験業 務 が 中心であ った ことは
い うまで もない。
第一 次 大戦勃発 の後におけ る試験 研究 機関 の 情況を 農 商務 省傘下 の機関 か，
ら 見て み よ う。化 学工業 調査会 の建 議 で再 開さ れた運動 に よる理化 学研究所
の設置を 画期にし て， 試 験研究 機関 が整 備さ れてい った ことは， 戦 前から ひ
準 備な どもあ ってい くら か の例 外があ るも のの， すでに 指摘し た とお りであ
る。そし て， これら試験 研究機 関は， 早 くから設 置を み てい た化学工業 の分
野にぽ東 ・西両工業 試験 所を配 備し てい る。 機械 試験所 設置 も立案し ている
が，機械 分野に 関す る農商務 省行政 の 貧弱 さを反映し， 実 現は大 幅に遅れ て
い た。 鉄鍋分野 は現業 官庁八 幡製 鉄所 に研 究所を 設け てい る。 伝 統産業ない
し 輸出産業 の分野 では， 生糸検 査所 や 花蓮検 査所 に， 絹業試 験所 と陶磁 器試
験 所が くわわ り， い っそ う強 化し た 試 験研 究体制 を築い てい る。 国際的 に試
みられはじ めたナシ ョナル大 型プ ロジ ェ クトの アy モ ヱ ア合成や 燃料研 究に
関し ては臨時 窒素研 究所 と燃 料研 究所 を設立し ， 対処し てい る。小 規 模であ
ったが， 鉱山災 害予 備率公害 防止 のた めに石 炭 坑爆 発予 防調査所 と鉱害試験］
室を設け てい る。
その業 務活動 に関し て も， 中央 度量 衡検 定所 では官 制 改革 で改称した とき
に大戦前から の業 務に試験 を くわえ て， 検 定機 関から試 験機関 へ性格 の転換
を 図っ てい た。 生糸 検査所 も検 査に くわ え， 製 糸試験 や 化学分 析を 開始し，
検 査機関 から 試 験機関へ と業 務を拡 大し てい たし ， 遅 れ て設 立さ れた花見検
査 所は発足 のとき から検査 と試験 の両 方を業 務 とし てい た。 もっ と明確なか
た ちで試験研 究を主 体 とす る よ うにな った のは工 業試 験 所 で， 伝統技 術を中
心 とし た業 務から 電気化学 技 術を対 象 に くわえ た明治 末から， 性 格を大 きく
変 容し はじ め てい た。 こ の点 で府立 大 阪工業 試験 場一大 阪工業 試験 所 も例外
で はなか った。 この よ うにし て各試 験研 究機 関かニ 大戦 中にさら にそ の試険
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表6 工業関係の主要国立試験研究機関1.
明治45年末現在
名
農商務省
称
-
山局地質調査所
商工局中央度量衡器検定所
工業試験所
生糸検査所
逓 信 省一 電気局電気試験所
鉄 道 院一 鉄道試験所
一醸造試験所
大 蔵 省－j一造幣局試験場
一印刷局研究所
設立年月
一
明治15年6 月36
年12月33
年6 月28
年7 月38
年4 月24
年8 月40
年4 月38
年5 月26
年U 月42
年3 月
注. 各試験研究機関の設立年月の確定は容易ではないが，たとえぱ電気試験所は電務局電気試
験所と称されるようになった時期のように，一般にその名称が使用されはじめた時期を採用
したO
出典．『法令全書』および関係の試験研究機関史
○
研究活動を拡充させ，検査・検定り機関は試験機関へ，試験機関は研究機関
へと，その業務を移行させて変容していったことを，大きな特徴として挙げ
なければならない。さらに臨時窒素研究所や燃料研究所のように，当初から
研究のみを業務とする機関も生れている。これらを含め，大戦期に国立試験
機関は研究機能を拡大し，いわゆる研究機関としての地位を確実なものとし
ぱじめたといえる。 犬
工業政策担当の中央行政機関であることから当然のこととはいえ，第一次
大戦を契機として，農商務省は理化学研究所を頂点に，工業の主要分野ごと
にあるいは問題別に専門試験研究機関を擁する体制を築きあげたのである。
第一次大戦はまた，各現業官庁の試験研究機関にも変化をもたらしている。
電気試験所は電信電話事業の近代化と拡充，電気事業の伸張に伴い，現業の
ための試験にくわえて，通信事業や電力事業など関係業界の試験研究にも携
わるようになり，業務対象を拡張している。この変化は官雛のうえにも反映
され，大正7 年6 月には独立官制をもつ試験研究機関になっている。同様の
傾向は鉄道院鉄道試験所でもみられ，総裁官房研究所になったとき，学術的
研究も分掌するようになり，その体制は鉄道省大臣官房研究所になることで
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2。 大正11 年 末現 在
名 称1--
一公益法人理化学研 究所
一鉱山局地質調査所-
工務局中央度量衡検定所
東京工業試験所f
大阪工業試験所
(機械試験所)
農商務省
逓 信 省
鉄 道 省
注1.
2.
出 典 ．
糸検査所
菰検査所
業試験所
磁器試験所
時窒素研究所
料研究所
岡鉱務署石炭坑爆発予防調査所
山局鉱害試験室
気試験所
船局船用品検査所
大臣官房研究所
設立年月
大正6 年7 月
明治15年2 月
明治36年12月
明治33年6 月
大正7 年5 月
立 案 中
明治28年7 月
明治38年4 月
大正7 年4 月
大正8 年4 月
大正7 年5 月
大正9 年8 月
大正4 年5 月
大正9 年8 月
大正7 年6 月
大正5 年7 月
大正9 年5 月
明治38年5 月
大正11年7 月
明治42年3 月
大正10年7 月
大正11年8 月
大 蔵 省－
/・J-^
一 東京大学 附置航空 研究所
文 部 省‾[
東北大学附置金属材料 研究所
設立年月は官制公布の日，あるいはそれに類する日を用いた。
農商務省所管官営八幡製鉄所研究所（大正8 年m 設立）は略した。
『法令全書J，関係の試験研究機関史および大学史。
t つヽそう強まっている。
基礎的研究の分野における体制の強化に関しては√各帝国大学に研究機関
を設置することで試みられはじめている。制度的に独立官制をもつ最初の附
置研究所は，大正5 年4 月に東大に置かれた伝染病研究所であり，工学部門
で同様の機関は遅れて大正10年の東大附置航空研究所，翌n 年の東北大附置
金属材料研究所である。制度的な整備は各省庁試験研究機関の設立に遅れて
いる。しかし，研究活動は早くからはじまっており，航空研究所牒大正5 年4
月に東大工科大学に設けられた航空学調査委員会にその起源があるし，金
202
属材料研究所は東北大理科大学臨時理化学研究所の設置にまで遡ることがで
きる。大正15年に設立される京大化学研究所は，大正4 年8 月に京大理科大
学附属化学特別研究所として設けられたものである。 ‥
以上のような国家の研究体制は，文部省所管の帝国大学附置研究機関で基
礎的研究を，農商務省をはじめとした各省庁所管の試験研究機関で試験研究
ないし開発研究を担当するもので，モの頂点に理化学研究所が位置するとい
う構造をもつということができる。
丿大戦前・後に起こったこの変容が，国際的な研究体制ダ)拡充・整備の趨勢
に対応するものであり，第一次大戦の勃発で展開された科学技術動員，さら
には国家・産業による科学の体制化によっ七刺戟され，促進されたことは容
易に理解できる。国内にあってこの動きを契機づけたものは，化学工業調査
会による化学研究所設置の建議であるといえよう。それは理化学研究所設置
という国家的プロジェクトを生みだし，国家の研究体制について既存の構想
を新しいものに変革させていくのである。 ト
理化学研究所の設置をピークにして各省庁による試験研究機関=の新設や拡
充・改組など，国家の研究体制は著しく整備され，拡張された。このとき，
化学工業調査会は，大阪工業試験所と陶磁器試験所の設立，それに東京工業
試験所の拡充を建議することにより，この整備・拡充が研究機能の拡充であ
り，工業分野ごとないし問題肘の専門試験研究機関の設置であるという，新
しい方向を具体的に提示したことでも，先導的な役割を演じたといわなけれ
ばならない。 ▽
これら国家の研究体制の整備が近代産業の発展にとって欠かせ。ない前提だ
と理解されるようになってきており，とくに化学工業の発展がこの典型例を
提示していたとき，化学工業の根本政策を諮問された化学工業調査会がこO
ような試験研究機関の整備策を答申したことは当然の帰結といえよう。つま
り，化学工業調査会にとって，その工業の状況が好機をあたえてくれたとい
ってよい。さらに幸運なことに，産業政策を担当していた農商務省の諮問機
関として化学工業調査会が設けられていたことである。農商務省ではかねて
から国家としての試験研究体制の強化・整備策が懸案事項として検討されて
きていた。これらの過去の実績があったこともくわかり，化学工業調査会に
おいて試験研究機関，さらには研究体制に関する審議が可能となったばかり
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か，その提出した建議が実現され易かったといえよう。このことは，文部省
傘下の帝国大学附置研究所の設置が進行していく情況と比べると，容易に諒
解されるだろう。 ，
注と文献1
） 化学工業調査会に関し ては，つぎの史料が刊行されている。
化学工業調査会編・刊『イヒ学工業調査会録事（第一回及第二回）』，大正4 年。
同『化学工業調査会録事（第三回）』，大正5 年。
同『化学工業調査会録事（第四回）』，大正7 年。
これらの記録『以下r 録事』と略称することもある）をもとに紹介し，検討を
くわえた著作は，管見のか ぎ り， 拙稿り『商工政策史』，第13巻，工業技術，同
刊行会，昭和54年，である。
政府が設けた諮間機関（あるいは重要調査会）を採りあげ て，その設立経過・
諮問・答申などでもって構成されている史料集，高橋亀吉編『財政経済二十五年
誌』， 第4 巻，政策編上，実業之世界社，昭和7 年，ではー化学工業調査会に関
犬してまったく言及していないし，当然のことながら記録も掲載し ていない。
同様のことが商工政策を対象し， 大臣の諮問機関を扱った『商工政策史』, 第4
巻，重要調査会，昭和36年↓ においてもみられ，化学工業 調査会にはまっ（たく
触れていない。
日本の研究体制を対象した専門的著作はきわめて乏しい。 本稿で取扱う理化学
研究所に関しては，板倉聖宣・八木江里「理化学研究所の設立期における科学研
究体制J，1.2, 『科学史研究』，第41号，昭和32年1～3月，5～13頁，第42号，昭
和32年4～6月,22 ～28頁，があるとはいえ，一次史料にまで調査が及んでいない
うえ，特定め史観による歴史の裁断がみられる。
本稿で取扱う大阪工業試験所に関し ては，鎌谷親善「国家の技術政策と試験研
究機関一国立大阪工業試験所の設置－」，『技術と文明ふ 第2 巻， 第1 号，昭和60
年10月，45～77頁をニ京都の陶磁器試験所については，鎌谷親善「京都市陶磁
器試験場一明治29年～大正9 年－」，『化学史研究』，投稿中，を そ れ ぞれ参照さ
れたい。化学工業調査会における審議にも言及しているが， その論旨から言って。
化学工業調査会を主題にしたものではない。
理化学研究所との関連で化学工業調査会を扱った史料集として，渋沢青淵記念
財団竜門社編『渋沢栄一伝記資料』，第47巻，同刊行会，昭和38年，も挙げ てお
かなければならない。すぐれた著作であるが，化学工業調査会第2 個会議の建議
に関し ては全文を掲載していない。 レ
本稿の直接の主題ではないが，密接に関連する日本化学工業史，なかでもこo
大正期を含む著作についても簡単に触れておこう。多 くが化学工業調査会に言及
しているものの，利用した史料の制約もあって，十分とはいえない ものが多い。
た とえ ば，西m 博太郎監修『大日本之化学工業』，化学工業研究所出版部，大
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正15年，についてみると，同書の第1 編「本邦化学工業発達史概説」の「大正年
代に於ける化学工業の消長」,38～46頁では，まったく触れらくれ て お らず，第5
編「本邦化学工業に関する行政及教育」の「イヒ学工業に関する行政」,535 ～538頁
で僅かに数行で言及しているに過ぎない。しか 乱 この著作は大正期に刊行され
たにもかかわらず，化学工業調査会の『録事』に触れていない。
つぎの2 冊の大部な著作でもに前者が史料と解説を中心に，後者も多くの史料
を掲載し ているにもかかわらず， ともに『イヒ学工業調査会録事』を用いず，『工
業化学雑誌』，第17編，第202号，大正3 年12月,1482 ～1483頁，お よび同，第18
編，第206号， 大正4 年4 月,404 ～405頁の化学工業調査会第1 回・第2 回会議
のみの紹介記事に依拠し ていることは，いささか奇異に感じるのである。
日本科学史学会編『日本科学技術史大系』， 第21巻， 化学技術， 第一法規,1964
年。関連する198～200頁をみよ。
渡辺徳二編『現代日本産業発達史』，第13巻，化学工業（上），交詞社出版局，
昭和43年。 該当する251～258頁を参照のこと。 ト
そのほか，た とえ ば日本化学会編『日本の化学百年史』,東京化学同人,1978
年,115 頁や147～148頁の扱いは，化学工業調査会は も と より，当時の情況を十
分に理解しているとはいい難い。
大正期を対象にし た日本科学史学会編r 日本科学技術史大系J， 第3 巻，通史3,
第一法規，1967 年,84 ～85頁および107～110頁においても，上掲の『録事』
を使用し ておらず，掲載した史料も日本タール協会編・刊『日本タール工業史』，
昭和40年， の「史料篇」，507～510 頁からの引用であり， そのために，たとえば
「建議事項の一つに『化学研究所の設立および組織に対する建議』がある」など，
数多くの誤った記述を行っている。
先の『日本科学技術史大系』，第21巻や『現代 日 本 産業発達史』， 第13巻 の よ
うに『工業化学雑誌』から引用した著作では，第3 回・第4 回会議の存在に気付
かず，化学工業調査会と大阪工業試験所や陶磁器試験所との関連についてはまっ
たく触れずに終っているのも，当然0 ことといえよう。2
）『化学工業調査会録事（第四回）』,75頁，『化学工業調査会録事（第一回及第二
回）』,1～3頁。3
）『化学工業調査会録事（第一回及第二回）』，1～2頁。4
） 少し遅れて設置された内務大臣の諮間機関である臨時薬業調査委員会も官制に
よっていない。この理由もまた詳らかではない。 。 。 「
臨時薬業調査委員会編 ・ 干IJ『臨時薬業調査委員会第一回報告書』， 大正4 年，2
頁。5
卜 化学工業調査会に言及していない事例については注（1）を参照。6
）『化学工業調査会録事（第一回及第二回）』，36～37頁。V
） 同上書,37 頁。 ニ8
） 高松豊吉の経歴に関しては鴨居武編『工学博士高松豊吉伝』,イヒ学工業時報社，
く 昭和7 年，を参照。
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） この間の経緯に関し ては，つぎの『工業化学雑誌』の「工業化学会記事」のう
ちの「役員会」を参照。
『工業化学雑誌』，第17編，第200号，大正3 年10月,1247 ～1248頁， 同， 第17
編，第201 号，大正3 年11月,1371 頁。10
）「化学工業 ノ発達奨励 二関スル意見書」，『工業化学雑誌』. 第17編， 第201号，
大正3 年11月,1251 ～1257頁。11
） 高松豊吉「イヒ学工業の発達助長に就で」，『工業化学雑誌』,第16編，第184号，
大正2 年6 月,562 ～569頁。
高峰譲吉「万国応用化学会議に 就 て並に工業化学研究の挙」，同上，569～581
頁。 し
高松豊吉「化学研究所の設立に就て」，同上誌，第17編，第195号，大正3 年5
月，491～496頁。12
） 注⑩。
］。3） 依田信太郎編『東京商工会議所八十五年史』， 上巻， 東京商工会議所， 昭和41
年,882 ～883頁。 上14
）『化学工業調査会録事（第一回及第二回）』,38～39頁。15
）『中外商業新報』，第10,206号，大正3 年9 月20日,『渋沢栄一伝記資料』，第47
巻，24～25頁。
『財政経済二十五年誌』，第4 巻,198 ～199頁。16
）『商工政策史』，第13巻，関係個所参照。17
）『化学工業調査会録事（第一回及第二回）』，2～3頁。18
） 同上書，37頁。19
） 同上書，4～7頁。
なお，理化学研究所所蔵史料によると，化学工業調査会の調査要綱はつぎのよ
うである。『渋沢栄一伝記資料J，第47巻，27頁に収録。
化学工業調査会調査要綱
－，本邦 二於テ特二助長 スヘキ化学工業 二必要ナル原料 ノ調査
（イ) 時局問題トシテハ独逸其他交戦国Hi; ノ輸入原料 二対シテハ他ヨリ之
カ供給 ノ方法ヲ講スルコト
㈲ 輸入原料ト同様 ノ内地産原料 ノ供給カヲ調査スルコト
○ 輸入原料二対シ代用原料ノ内地供給カヲ調査スルコト
○ 本邦 二生産ナキエ業原料ニシテ適当 ノ保護奨励 ヲ加フルニ於テハ漸次
内地二於テ生産増加 ノ見込アルモノヲ調査スルコト
哨 前各項 二付テハ採取又ハ製造 ノ費用，運賃諸掛，其他経済上ご関スル
調査ヲナスコト0
其他原料二関スル必要事項 ノ調査
二，本邦二於テ化学工業助長 ノ方法
助長 ノ方法二関シテハ左記各項二則り凡テ具体的調査ヲ遂ルコト
糾技術上 ノ関係
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(イ)技 術 ノ 幼 稚 ナ ル モ ノ ハ エ 業 試 験 所 二 於 テ 研 究 シ ， 又 ハ 適 当 ナ ル 当 業 者-
ニ 実 験 ヲ 嘱 託 ス ル コ ト(
ロ)当 局 二 於 テ 既 二 技 術 ノ 明 カ ナ ル モ ノ ニ 就 テ ハ 技 術 者 ヲ 派 遣 シ テ 実 地 哲
導 ヲ ナ サ シ メ ， 又 ハ エ 業 試 験 所 二 於 テ 当 業 者 二 実 地 指 導 ヲ ナ ス コ ト 等
に 経 済 上 ノ 関 係(
イ)特 種 ノ 事 項 ニ ヨ リ ー 時 資 金 ノ 固 定 大 ナ ル 事 業 二 対 シ 必 要 ノ 施 設(
ロ)起 業 ノ 当 初 製 品 二 対 シ 其 設 備 二 比 較 的 大 資 本 ヲ 要 ス ル 事 業 二 対 シ 必 要 ・
ノ 施 設0
原 料 ノ 供 給 ヲ 容 易 ナ ラ シ ム ル ニ 必 要 ナ ル 施 設
同 制 度 ノ 改 廃
困 技 術 者 ノ 表 彰
＼
○ 研 究 機 関 ノ 整 備20)
『 イヒ学 工 業 調 査 会 録 事( 第 一 回 及 第 二 回)
』,84 頁 。 ト21)
イヒ学 工 業 調 査 会 の 答 申 が ， そ こ で の 審 議 を 含 め て ， 化 学 工 業 に 及 ぼ し た 影 響 に
関 し て は 稿 を 改 め て 検 討 し た い 。 し た が っ て ， 以 下 に お い て は 既 干Uの 著 作 に よ
ウ
て 素 描 し て お く 。22)
『 日 本 科 学 技 術 史 大 系J ， 第21 巻,185 ～186,236 ～237 頁
○
『 現 代 日 本 産 業 発 達 史 』， 第13 巻,228 ～240,258 ～265 頁 。23)
『 化 学 工 業 調 査 会 録 事( 第 三 回)
』,72 ～73 頁 ， 『 同( 第 四 回) 』,8 ～15,37 ～39'
頁 。
■ ・ ・j/24)
西 川 借 吉 博 士 記 念 出 版 会 編 ・ 刊 『 西 川 借 吉 博 士 追 想 録
』, 昭 和26 年 ，374 頁 。25)
『 商 工 政 策 史
』， 第!3 巻 ，222 ～226 頁 。26)
同 上 書 ，224 ～228 頁 。l
。・ 東 京 工 業 試 験 所 編 ・ 刊 『 東 京 工 業 試 験 所 五 十 年 史
』， 昭 和26 年,666 ～667 頁 。27)
理 化 学 研 究 所 の 設 立 に 関 し て は ， 別 に 検 討 す る こ と に し た い 。 全 体 の 流 れ を 数:
多 く の 史 料 と と も に 示 し て い る の は ，[ 渋 沢 栄 一 伝 記 資 料j] ， 第47 巻 ，5 ～108 頁
で あ る 。 初 期 の 運 動 の 状 況 は5 ～16 頁 を 参 照 の こ とO
・・28)
広 重 徹 『障 ト学 の 社 会 史 一 近 代 日 本 の 科 学 体 制 ―
』, 中 央 公 論 社 ， 昭 和48 年,11 ～ ・13,73
～75 頁
○'29)
鎌 谷 親 善 『 国 家 と し て の 研 究 体 制 の 形 成 過 程 一 明 治 期 日 本 の 国 立 工 業 試 験 研 究
機 関 － 』， 通 商 産 業 政 策 史 研 究 所,1985 年,77 ～82 頁 。30)
高 峰 譲 吉 「万 国 応 用 化 学 会 議 に 就 て 並 に 工 業 化 学 研 究 の 挙 」，『 工 業 化 学 雑 誌
』，
第16 編 ， 第184 号 ， 大 正2 年6 月 ，577 ～581 頁 。
い っ そ う 詳 細 な 見 解 は つ ぎ の 論 述 と し て 発 表 し て い る 。
高 峰 譲 吉 「 将 に 起 ら ん と す る 資 金 壱 千 万 円 め 国 民 的 化 学 研 究 所 一 余 が 此 大 事 業
・
を 企 て た る 精 神 を 告 白 すJ ，『 実 業 之 日 本 』， 第16 巻 ， 第11 号 ， 大 正2 年5 月 ，10
～15 頁 。
○ 犬31)r
国 民 科 学 研 究 所 設 立 趣 意 書 並 二 国 民 科 学 研 究 所 設 立 案 梗 概
』， 理 化 学 研 究 所 蔵Q.
『 渋 沢 栄 一 伝 記 資 料I, 第47 巻 ，6 ～7 頁 に 収 録 。
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『渋沢栄一伝記資料』，第47巻，14～21頁。
同上書.20 頁。
『化学工業調査会録事( 第一回及第二回)』，18頁。
同上書，78～80頁。
同上書,23 頁。
同上書,83 ～84頁。
同上書,111 ～123頁。
同上書，111～112頁。
同上書,113 ～114頁。
同上書,115 ～118,119 ～120頁。
同上書,116 ～117頁。
同上書,120 ～121頁。 ト
同上書,89 ～101頁。
『化学工業調査会録事( 第四回)J,42 頁。
『化学工業調査会録事( 第一回及第二回)』,121 ～122頁。
同上書,122 頁。 犬
『財団法人理化学研究所設立経過概要』，9 ～10頁。『渋沢栄一伝記資料I, 第47
巻，24頁に収録。
『財団法人理化学研究所設立経過概要J』，10頁。
この経過に関しては『渋沢栄一伝記資料』，第47巻，24～42頁を参照。
『理化学研究所設立二関スル建議』，大正5 年1 月21日。『渋沢栄一伝記資料』，
第47巻，42～44頁に抄録。 ト
.52)『化学研究所設立二関シ 貴族衆議両院へ請願』， 大正3 年3 月19日。『渋沢栄一
伝記資料』，第47巻，12頁に抄録。-53
） 同上書,44 ～108頁。54
）『化学工業調査会録事（第四回）』，67頁。55
） 同上書，17頁。56
）『化学工業調査会録事（第一回及第二回）』,123～128頁。
この（東京）工業試験所の拡張計画は，同所が大正6 年9 月に発生した大海碓
で大被害を被り，そのために大正8 年度からは移転計画の実施となっていく。
『大正八年度農商務省所管予定経費要求書』,5 頁。
『東京工業試験所五十年史』,3 頁。S7
） 大阪工業試験所と陶磁器試験所に関し ては，つぎのものを参照のこと。 ，
鎌谷親善『国家とし ての研究体制の形成過程』,65～76頁。
ト 鎌谷親善「国家め技術政策と 試験研究機関一国立大阪工業試験所の設置－」，
『技術と文明』，第2 巻，第1 号,45 ～77頁。
鎌谷親善「京都市陶磁器試験場一明治29年～大正9 年＝」，『化学史研究』,投稿
中。68
） 生産調査会編・刊『生産調査会録事』，明治44年，56頁。
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59）『国家とし ての研究体制の形成過程J，78～79頁。60
） 生産調査会編「工務局ノ事務及其ノ方針（明治44年12月調）」，『牧野仲顕文書』p
国立国会図書館蔵。61
）『化学工業調査会録事（第一回及第二回）』，117頁。丿62
）『大正五年度農商務省所管予定経費要求書J，3 頁。
『大正五年度農商務省所管予定経費追加要求書』,53頁。
『大正六年度農商務省所管予定経費要求書』，3～4頁。63
）『商工政策史』，第4 巻,73,215 頁。j ‥
横浜生糸検査所編・刊『横浜生糸検査所六十年史』，昭和34年,97 ～98頁。
繊維高分子材料研究所編・刊『繊維高分子材料研究所六十周年史』，昭和53年。.3
頁6 ＼64)
亀山哲也・鎌谷親善『臨時窒素研究所の10年』， 束京工業試験所， 昭和54年，5
頁。y65
）『イヒ学工業調査会録事（第四回)j,17 頁。つ66
）「工業試験所官制改正ノ件」,プ 公文類聚』，第42編，巻6, 官職門5. 官制5 ，農
商務省，大正7 年，国立公文書館蔵。 一67
）『大正七年度農商務省所管予定経費要求書』,3,5 頁。 し
大阪工業試験所に関しては「国家の技術政策と試験研究機関一国立大阪工業試
験所の設置J ，『技術と文明』，第2 巻，第1 号,64 ～74頁，および前出注（66）
を参照。
し 絹業試験所については，「絹業試験所官制制定 ノ件」，『公文類聚J> 第42編，巻6,
官職門5, 官制5, 農商務省， 大正7 年，国立公文書館蔵，および『繊維高分
子材料研究所六十周年史J，8～9頁。
臨時窒素研究所に関しては，「臨時窒素研究所官制制定 ノ件」，『公文類聚』.第42
編， 巻6, 官職門5, 官制5, 農商務省， 大正7 年， 国立公文書館蔵， および
『臨時窒素研究所の10年』，5～8頁。68
）「陶磁器試験所官制 ノ件」，『公文類聚J，第43編，巻6, 官職門4, 官制4, 農商
務省，大正8 年。し国立公文書館蔵。69
）「燃料研究所官制制定 ノ件」，『公文類聚ふ 第44編，巻7, 官職門7, 官制6，灸
・ 商務省2, 大正9 年，国立公文書館蔵，燃料研究所編・刊『燃料研究所三十周年・
記念誌』,昭和26年，7,18 ～19頁，および公害資源研究所編・刊『公害資源研究
所六十年史』，昭和56年,1 ～3頁。70
）「石炭坑爆発予防調査ノ為鉱務署二臨時職員増置 ノ件」，『公文類聚』,第42編，
巻6, 官職門5, 官 制5, 農商務省，大正7 年，国立公文書館蔵。
芦田誠二編『鉱山保安技術試験研究行政50年誌』，資源技術研究所，昭和40年。7
～8頁。
『公害資源研究所六十年史』,25～26頁。71
）『鉱山保安技術試験研究行政50年誌』,2 頁。
『公害資源研究所六十年史』,24,973 ～976頁
○
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鉱山懇話会編・刊『日本鉱業発達史』，下巻，昭和7 年,972 ～974頁。72)
以下の議論については，とくに個々の文献を掲げないので，関係する試験研究
機関に関し ては，それらの刊行にかかる既掲の文献のほか，つぎのものを参照さ
れたい。
地質調査所百年史編集委員会編 『地質調査所百年史』， 地質調査所創立百周年
記念協賛会，昭和57年。
中央計量検定所編 『中央計量検定所五十年史J， 同所創立五十周年記念刊行事
業委員会，昭和36年
○
電気試験所編・刊『電気試験所五十年史Jl>昭和19年。
船舶試験所記念行事実行委員会編・刊『船舶試験所記念誌』，昭和31年。
鉄道技術研究所五十年史刊行委員会編『五十年史J，研友社，昭和32年。
醸造試験所編・刊『醸造試験所沿革誌』，昭和5 年。
『東京帝国大学航空研究所事業一覧』,大正15年，昭和4 年など。
東北大学金属材料研究所創立五十周年記念事業実行委員会編・刊『金研五十年』。
昭和41年。
『東北帝国大学附属鉄鋼研究所説明概要j』，大正n 年。
『京都帝国大学化学研究所要覧I，昭和8 年など。
